
令和元年度第１３回 地域連携推進機構運営会議 議事次第 

日 時：令和元年１１月１５日（金） １５：００～１７：００ 

場 所：本部管理棟 ２階 第二会議室 

【議題】 

＜審議事項＞ 資料番号 

１ 第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」の作成等について 審議１ 

２ 
重点施策推進経費事業「沖縄の亜熱帯・島嶼型の資源を基に更なる共同研究を誘致する活

動の機能強化事業」について 
審議２ 

３ 商標「琉球大学ウコン」に係る方向性について 審議３ 

４ 令和二年度公開講座の実施について 審議４ 

５ 令和二年度公開授業の運営について 審議５ 

６ その他 

＜報告事項＞ 

１ 「障害者の生涯学習支援活動」大臣表彰について 報告１ 

２ 産学官連携部門ホームページ改修について 報告２ 

３ 沖縄の産業まつりについて 報告３ 

４ 各室･部門の当面の活動予定（主要事項）について 報告４ 

５ その他 

※参考資料

・ 地域連携推進機構運営会議 委員名簿（平成３１年４月１日時点）（参考資料１）

※今後の日程（予定）

・第１４回 … １２月 ９日（月） １０：００～１２：００ 於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・第１５回 … １月２０日（月） １０：００～１２：００ 於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・第１６回 … ２月１０日（月） １０：００～１２：００ 於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・第１７回 … ３月 ９日（月） １０：００～１２：００ 於：本部管理棟 ２階 第二会議室
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令和元年度第１２回 地域連携推進機構運営会議 

 議事要旨（案） 

 

日 時: 令和元年１０月１８日（金） １６：００～１７：１５ 

場 所: 大学本部棟２階 第二会議室 

出席者: 牛窪 潔（機構長）、竹村 明洋（副機構長 兼 産学官連携部門長）、背戸 博史（地域連携企画室

長 兼 生涯学習推進部門長）、島袋 亮道（地域連携企画室 特命准教授）、小島 肇（地域連携企

画室 特命准教授）、柴田 聡史（生涯学習推進部門 准教授）、畑中 寛（地域連携企画室 特命准

教授） 

欠席者: 新田 早苗（総合企画戦略部長）、玉城 理（産学連携推進部門 准教授）、眞榮平 孝裕（産学官

連携部門 教授(併任)）、金城 徹（総合企画戦略部 地域連携推進課長）、瀬名波 出（産学官連

携部門 教授(併任)） 

陪席者: 富永 千尋（研究企画室 特命教授）崎山 英樹（課長代理(併)企画係長）、赤嶺 雅哉（地域連携

推進係長）、與儀 あゆみ（産学連携推進係長）、金城 まなみ（企画係主任）、田頭 明子（地域

連携推進係主任）、宮平 知佳子（地域連携推進係員）、天願 翔太（産学連携推進係員）、照喜名 

佑悟（企画係員） 

 

※審議に先立ち、９月１３日開催の令和元年度第１１回運営会議議事要旨（案）について確認があり、

了承された。 

 

＜審議事項＞ 

議長から、次の５件の事項における機構の今後の対応について審議を行う旨提案があり、各担当か

ら説明の上、審議を行った。 

 

１．プロジェクトシート８月確認について 

各室・部門長から、資料（審議１）に基づき、プロジェクトシート８月確認について説明があった。

審議の結果、提案のとおり了承された。 

 

２．非常勤講師（コーディネーター）委嘱について 

背戸室長から、資料（審議２）に基づき、非常勤講師（コーディネーター）委嘱について説明があ

った。審議の結果、提案のとおり了承された。 

 

３．国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程の一部改正について 

竹村部門長から、資料（審議３）に基づき、国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程の一部

改正について説明があった。審議の結果、新旧対照表の改正理由に記載にされていた「ヒト試料（情

報）」のカッコ書き「（情報）」を削除することで了承された。 
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４．平成 31年度公開講座の開講追加について 

  背戸部門長から、平成 31 年度公開講座の開講追加について説明があった。審議の結果、提案のと

おり了承された。 

 

５．平成 31年度琉球大学公開授業追加について 

  背戸部門長から、平成 31 年度琉球大学公開授業追加について説明があった。審議の結果、提案の

とおり了承された。 

 

６．その他（『琉大未来共創フォーラム』について） 

  牛窪機構長から、『琉大未来共創フォーラム』について説明があった。今後は本機構が実施母体とな

ることが了承された。また、第２回目の講師として津田塾大学学長の高橋裕子先生を招聘することが

了承された。 

 

＜報告事項＞ 

議長から、次の４つの事項について機構の現状の認識と情報の共有を図るため、各担当から報告を

行うよう発言があった。 

 

１．沖縄の産業まつり出展について 

  竹村部門長から、資料（報告１）に基づき、報告があった。 

 

２．福井大学視察について 

竹村部門長から、資料（報告２）に基づき、報告があった。 

 

３．第３１回国立大学法人共同研究センター長等会議について 

  竹村部門長から、資料（報告３）に基づき、報告があった。 

 

４．各室・部門の当面の活動予定（主要事項）について 

各室・部門から、資料（報告４）に基づき、それぞれ報告があった。 

 

５．その他 

  小島特命准教授から、大阪市港区との連携協定に係る大阪出張について報告があり、琉大側と港区

側のメリット・デメリットを精査した上で連携協定の締結について取り組む旨の報告があった。 

   

  畑中特命准教授から、来年度開催予定の 70周年事業に向けた今年度の FD・SD研修について報告が

あった。 
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学内戦略第１０５号 

令和元年１１月５日 

各 理 事 殿 

副理事（評価・ＩＲ担当） 

越 野 泰 成 

（公印省略） 

第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」及び「平成31事業年度に

係る業務の実績及び第３期中期目標期間（平成28～31事業年度）に係る業務の実績

に関する報告書」の作成等について（依頼） 

国立大学法人等は、中期目標期間における業務の実績について、文部科学省の国立大学法

人評価委員会の評価を受けることになっております（国立大学法人法第31条の２第１項）。 

第３期中期目標期間（2016（平成28）年度～2021（令和３）年度）においては、４年目終

了時及び中期目標期間終了時に中期目標の達成状況についての評価が実施されることとなっ

ており、必要書類の提出が求められております。 

ついては、各理事において、下記のとおり「中期目標の達成状況報告書」及び「平成31事

業年度に係る業務の実績及び第３期中期目標期間（平成28～31事業年度）に係る業務の実績

に関する報告書」を作成いただき、提出願います。 

記 

１．提出書類の作成方法及び提出期限： 

別添参考資料１及び２をご参照の上、令和元年１１月２８日（木）までにご提出ください。 

２．提出先及び提出方法：経営戦略課評価・ＩＲ係宛てメールで提出願います。 

【本件に関する照会先】 

総合企画戦略部経営戦略課評価・ＩＲ係 

 金城・中村・玉城 

内 線：8109 

E-mail：kshyouka@acs.u-ryukyu.ac.jp
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中期目標・中期計画 学内担当割振り 

項目 計画番号 担当事務部局 とりまとめ事務部局 

教育 

1～4 教育支援課 

学生部 教育支援課 

5 教育学部 

6、7 教育支援課 

8 法科大学院係 

9 教育学部 

10、11 教育支援課 

12 教育学部 

13、14 教育支援課 

15 学生支援課（就職） 

16 教育支援課 

17、18 入試課 

研究 

19～21 研究推進課 

総企部 研究推進課 

22 共同利用施設係 

23 研究推進課 

25 研究推進課 

56-1 研究推進課 

69 研究推進課 

社会連携 
26～29 地域連携推進課 

総企部 地域連携推進課 
30 産学連携推進係 

国際連携 31～35 国際連携推進課 総企部 国際連携推進課 

附属病院 

36、37 医療支援課 

医学部 38～41 医・総務課 

42 経営企画課 

附属学校 43～46 教育学部 教育学部 

ガバナンス 

48 総・総務課 
総務部 総務課 

50 人事企画課（研究推進課） 

52、53 経営戦略課 総企部 経営戦略課 

55 総・総務課 

総務部 総務課 65 職員課 

68 総・総務課 

人事 

24 職員課 総企部 研究推進課 

49 人事企画課 

総務部 総務課 
51 職員課 

54 職員課 

57 人事企画課 

財務 

47 財務企画課 

財務部 財務企画課 58 経理課 

59 財務企画課 

広報 
56-2 総・総務課 

総務部 総務課 
62 総・総務課 

自己点検・評価 60～61 評価・IR 係 総企部 経営戦略課 

施設 

63-1 施設企画課 施設運営部 施設企画課 

63-2 財務企画課 財務部 財務企画課 

64 施設企画課 施設運営部 施設企画課 

情報 66～67 情報企画課 総務部 総務課 

病院移転 70 上原地区キャンパス移転推進室 上原地区キャンパス移転推進室
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「中期目標１」のこと 

・資料内に中目・中計番号を振っています。

④各中期目標の 4年目までの実績

及び 5年目以降の見込みを記載。

・4年目までは①がベース

・5年目以降は③がベース

関連する中期計画において、優れた

成果を出した取組及び第 2期と比べ

目覚ましい成果を出した取組。 

（教育研究の質の向上もココに記載） 

十分な成果が出ていなくとも特徴・

特色があると考える取組。 

・ある程度②がベース

中期目標期間終了時に向けて

解決すべき課題のある取組。 

①各中期計画の 4年目までの実施状

況を記載。

・過去の実績報告書及び PSを参照

し、大学評価ＩＲマネジメントセンタ

ーで素案を作成済み 

②中期目標達成に向け、各中期計画

が 4年目までに、どのような貢献を

したかを記載。

③5年目、6年目の実施予定を記載。

・「○実施状況」のアルファベットとリンク

するように記載 

⑤4年目までの

達成状況報告書の作り 

【依頼事項】 
下記「達成状況報告書の作り」を参照の上、次の２つの作業をお願いします。
・①について、当センター担当者のコメント等を参照の上、加除修正及び追記をお願いします。
・④について、記載をお願いします。

（②、③、⑤については、現時点では記載不要ですが、今後、記載をお願いすることがあります。）

各
中
期
計
画
に
係
る
記
載 

中
期
目
標
に
係
る
記
載 

◎記載してください

・ 
・ 
・ 

◎記載してください

参考資料１ 
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2020 年６月 
 

琉球大学
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琉球大学 

 
 

目   次 
 
 
 
 

Ⅰ．法人の特徴 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

Ⅱ．中期目標ごとの自己評価 ・・・・・・・・・・・・・・・３ 

１ 教育に関する目標  ・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

２ 研究に関する目標  ・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した 

教育・研究 に関する目標・・・・・・・・・・・・・３８ 

  ４ その他の目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 
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琉球大学 研究 

 

Ⅰ 法人の特徴 
大学の基本的な目標（中期目標前文） 
 
１．琉球大学の目指すところ－Vision－ 

本学は、“Land Grant University”の理念のもと、地域との共生・協働によって、
「地域とともに豊かな未来社会をデザインする大学」を目指すとともに、本学の
強みを発揮し、新しい学術領域である Tropical Marine, Medical, and Island 
Sciences (TIMES：熱帯島嶼・海洋・医学研究）の国際的な拠点として「アジア・
太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大学」を目指す。 

 
２．長期ビジョンの実現に向けて－Mission－ 

本学は、草創期からの理念を生かし、沖縄や日本、世界に貢献できる教育研究
拠点を形成する。 

① 新たな「地（知）の拠点」として、沖縄や日本、世界に貢献できる人材
を育成し輩出する。 

②「知の津梁（架け橋）」として、Tropical Marine, Medical, and Island 
Sciences の一大拠点となり、その成果を沖縄や日本、世界に還元し、平
和的な多文化共生社会の実現に貢献する。 

 
３．第３期中期目標・中期計画の方針－Action－ 

本学は、第３期中期目標期間において、地域活性化の中核的拠点となるべく社
会変革にしなやかに対応できるイノベーティブな大学としての歩みを加速する。 

① 異なるものとの協働により、創造活動を生み出し続けるキャンパスを創
出する。 

②「創造的な発想力」と、地域や地球規模での新たな課題に対して「果敢に
挑戦する力」を持った人材を育成する。 

③ 産学官連携と国際連携による組織的な連携を通じて多様な力を結集し、
大学資源を有効に活用して、教育研究力をグローバルに展開する。 

 
４．地域社会・国際社会への貢献－Outcome－ 

【教育を通した貢献】 
国際的に通用する教育の質および学位の質を確保しつつ、諸学を往還する幅

広い教養を基礎とし、高度な専門知識と課題探究能力を糧に世界で活躍・貢献で
きる人材を育成する。 

 
【研究を通した貢献】 

地域社会の持続的発展に必要な基礎的・基盤的研究を推進しつつ、地域特性を
踏まえた研究に基づく独創的な研究成果と新たな価値の創出、地域社会の発展
に資する異分野融合や学際的な研究の推進を通じて、アジア・太平洋地域におけ
る中核的な学術研究拠点の形成を目指す。 

 
【社会・国際連携を通した貢献】 

「ウチナーンチュ・ネットワーク」をはじめとするグローバル・ネットワーク
を活用し、産業界、行政機関ならびに国内外の大学・研究機関との連携を強化し
て、地域の活性化および国際化に貢献する。 

 
【大学ガバナンス】 

社会のニーズに対応するため、組織編成や財政基盤の強化、教育研究力の向上
に資する取組を戦略的・機動的に展開し、自己点検・評価と外部評価を反映した
大学運営を行う。 

 
 

審議１┃6 / 16 9 / 78



琉球大学 研究 

１．

２．

３．

４．

[個性の伸長に向けた取組（★）]
○
（関連する中期計画○－○－○－○） 

○  
（関連する中期計画○－○－○－○） 

[戦略性が高く意欲的な目標・計画（◆）] 
○本学がこれまで交流を深めてきた太平洋島嶼地域における大学（パラオ地域短期大学、

ミクロネシア連邦短期大学等）との間に、「太平洋島嶼地域枠（特別編入学）」を新た

に設け、当該地域のコミュニティ・カレッジ卒業者に「学士」を修得させる教育連携

の仕組及び体制を構築し、太平洋島嶼地域の人材育成機能の一翼を担う。これを基盤

に、本学における国際通用性のある体系的な学士教育プログラムを確立する。

（関連する中期計画４－１－１－１）

○戦略的に大学資源を再配分し、研究資源を持つ学外機関とも連携した研究推進システ

ムを構築する。このシステムにより、熱帯・亜熱帯、島嶼・海洋、琉球・沖縄文化、

健康・長寿・国際感染症等の地域に根ざした特色ある研究、及び地域社会からの強い

要請に基づく課題解決型研究について、複数の戦略的研究プロジェクトを編成して

取り組み、地域資源を活用した地域イノベーションを支える学術基盤と研究開発力

を強化する。

（関連する中期計画２－１－１－２、２－２－１－１）

○島嶼地域における地域創生と地域イノベーションに向けて、地域社会を支える人材及

び地域産業の振興を担う人材の高度化のため、琉球大学に設置する地域連携推進機

構が中核となり、大学の教育研究資源と産官民が持つ多様な資源を活用して、地域の

声を充分に汲み取りながら、産学官民協働による実践型の教育システムを構築する。 
（関連する中期計画３－１－１－２、３－１－１－３）

○島嶼県における地域医療の「最後の砦」として、沖縄県地域医療構想における高度急

性期医療を担い、地域完結型医療の中核としての役割を果たす。さらに、亜熱帯島嶼

の地理的特性を活かした疾患ゲノム等の研究から環境と疾患の関係等を明らかにす

るとともに、国際感染症、創薬及び再生・移植医療研究等の拠点化を行い、国際医療

拠点形成に向けた臨床研究機能を強化する。

（関連する中期計画２－１－１－２）
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３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究

に関する目標（大項目）

〔小項目３―１－１の分析〕中期目標７ 
小項目の内容 地域の産学官が保有する多様な資源を活かし、地域を志向し

た教育研究を推進する産学官協働の仕組を構築し、地域社会

の発展に貢献する人材を育成する。

○小項目３－１－１の総括

≪関係する中期計画の実施状況≫

実施状況の判定 自己判定の

内訳（件数）

うち◆の 
件数※

中期計画を実施し、優れた実績を上げている。 
中期計画を実施している。

中期計画を十分に実施しているとはいえない。 
計

※◆は「戦略性が高く意欲的な目標・計画」

中期目標７： ４年目までの実績及び５年目以降の見込みについて

  【戦略的地域連携推進経費による支援事業について】

地域課題の解決や地域・産業振興に資する取組を支援する地域協働プロジェクト

による支援事業では、平成３０年度には１１件の事業を支援した。支援事業の１つ

では、「星空案内人」を養成する講座の開設により、観光等の地域の活性化に貢献す

る人材（星空準案内人）を養成した。また、地元企業との連携による IoT・ICT 技

術を活用した事業「多様なデータを用いた観光流動推計と交通マネジメント」が、

令和元年には、連携事業者を増やし業務協力協定を締結するなど事業の拡大を図る

ことができた。

令和元年度には、継続事業として、４件の事業を支援し、今後の取り組みの自立

化を目指している。

【沖縄産学官協働人財育成円卓会議との連携による人材育成プログラムプログラムの

開発・実施、初級地域公共政策士について】

平成２８年度より、沖縄産学官協働人財育成円卓会議（以下、円卓会議という）

の提言を受け、円卓会議の下に、県内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣

府沖縄総合事務局等を含めたワーキンググループや研究会を設置し、教育環境、観

光産業、子供の貧困など、地域課題の解決に寄与する専門人材育成を目的としたプ

ログラムを、令元年度までに１９件開発、実施してきた。

本学は、令和３年度までに２１件の開発・実施を目標値としており、今後も、円

卓会議との連携のもと、地域課題の解決に寄与する新たな人材育成プログラムの開

発を目指す。

  また、これまでに開発した目的別人材育成プログラムのうち、６科目が一般財団

法人地域公共人材開発機構の資格制度「初級地域公共政策士」の認証科目に認定さ

れ、、令和元年度後期から、公開授業として地域の社会人が受講し、初級地域公共政

策士の資格取得を目指している。

今後は、円卓会議の中で、関係機関における資格制度の積極的活用を要請するこ

とで、資格取得者のキャリアアップに繋がるよう、沖縄県内における普及と活用を

推進していく。
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○特記事項（小項目３－１－１）

(優れた点) 
  ・ 

（中期計画３－１－１－○） 

(特色ある点) 
  ・ 

（中期計画３－１－１－○） 

(今後の課題) 
  ・ 

（中期計画３－１－１－○） 

〔小項目３―１－１の下にある中期計画の分析〕 
≪中期計画３－１－１－１に係る状況≫中期計画２６

中期計画の内容 地域の企業や自治体等のニーズに応えた人材を育成するた

め、地域志向のプログラムや地域創生科目の拡充を進める。ま

た、COC 事業やトビタテ留学 JAPAN 等の地域協働事業の展

開を通して、本学が育成する人材の地元定着化に取り組む。

実施状況（実施予

定を含む）の判定

□ 中期計画を実施し、優れた実績を上げている。

□ 中期計画を実施している。

□ 中期計画を十分に実施しているとはいえない。

〇実施状況（中期計画３－１－１－１）

〇実施状況（中期計画３－１－１－１）

(A)【トビタテ！留学 JAPAN プロジェクトについて】

沖縄産学官共同人材育成円卓会議が地域協議会として実施する「トビタテ！

留学 JAPAN プロジェクト（地域人材コース）」において、本学が事務局となり、

プログラムの企画・運営を推進している。

本プロジェクトは、インバウンドが著しく増加している沖縄県において、県

及び県内企業のニーズに応えた人材育成の一環として平成２７年度より継続的

に行われており、プロジェクトの運営に十分な寄附金を県内企業等より獲得し、

実際にプロジェクト参加者が外資系観光産業界や、アジアを中心とした物流関

連企業に就職するなどの成果をあげている。

(B)【地域人材育成プログラム（知のふるさと納税など）について】

平成 21 年度から、離島出身の本学学生が中心となり、高等教育環境のない

離島に赴き、現地の小中高生や保護者に対して大学で学ぶ意義やキャンパスラ

イフなどを伝える「知のふるさと納税事業」を行っている。

第 1 期中期目標・中期計画期間から開始した本事業において、第 3 期は、か

つて本事業に離島住民として参加し本学に進学した学生が、卒業後、教諭とし

て離島に赴任し本事業の受入れ側になるなど、教育人材の循環を生み出すまで

に至っている。

(C)【地域創生科目について】

地域に求められている人材の育成に向けて、連携自治体等、事業共同機関と

連携して「地域志向型リーダー」を育成するための教育プログラムの開発・実

施をしている。
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地域創生副専攻の対象科目にもなっている地域創生科目の拡充を行ってお

り、平成 30 年度には、共通教育「琉大特色・地域創生科目」として開講してい

る科目は、「現代沖縄地域論」「現代沖縄の地域振興」「地域課題ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ演習」

「地域プロジェクト実践」（前学期集中及び後学期集中）「地域創生のためのﾃﾞ

ｼﾞﾀﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ入門」「沖縄美ら島地域資源活用論」「地域創生のためのﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｰ

ｹﾃｨﾝｸﾞ実践」「沖縄の航空事業と地域振興」「地域創生のための地域商品開発入

門」「沖縄の航空事業と地域振興２」及び「人生 100 年時代におけるｷｬﾘｱ開発

のための働き方入門」の 12 科目を設置し、延べ 787 名が受講した。 
 

 
(D)【地域協働事業について】 

 COC+事業として、これまでに雇用の創出と若者の地方定着に関する協定を

締結している自治体（宮古島市、石垣市、久米島町、南城市、うるま市、宜野

湾市、西原町、中城村）において協働事業を実施した。 
各自治体と取り組んだ主な共同事業は下記のとおり 

 
宮古島市： 

地域課題「小さな拠点づくり」をテーマにした正課外実習 
石垣市： 

地域課題「離島における地域資源を生かした商品開発・雇用づくり」をテー

マにした正課外実習 
南城市： 

地域課題「海外交流推進事業」をテーマにした正課外実習 
宜野湾市： 

地域課題「関係人口の拡大」をテーマにした正課外実習 
西原町： 

地域課題「ソーシャルビジネスプロジェクト」をテーマにした正課外実習 
地域課題「文教のまちの実現（学生の町事業への参加）」をテーマにした正課

外実習 
中城村： 

地域課題「教職正課との連動」をテーマにした正課外実習 
 
 また、戦略的地域連携推進経費により、平成３０年度から、以下のとおり、

地域協働事業の支援を行っている。 
 
【地域協働プロジェクト推進経費】 

平成３０年度は、産学官等の保有する多様な資源を活用し、地域課題の解決

や地域・産業振興に資するプロジェクト１１件を支援した。 
平成３１（令和元）年度は、前年度支援した１１件のプロジェクトのうち、

さらなる発展や自立化が期待できる４件の事業への継続支援を実施している。 
 
【地域協働萌芽プロジェクト推進経費】 

令和元年度は、地域協働萌芽プロジェクト推進経費により、大学・大学院生、

小中高校生、中高教員、大学教員、教育行政等が協力して、小中高校生の探究

活動の支援を行う教育プロジェクトである「沖縄科学技術教育シンポジウム

（OASES）2019 の開催と関連プロジェクト」を支援している。 
 

 
(E)地域志向教育プロジェクトや地域志向プロジェクトで成果を書けるものが、あ

るいは期末評価で成果を書けそうなものがあれば書いてください。 
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【地域協働プロジェクト支援経費による成果について】 

地域課題の解決や地域・産業振興に資する取組を支援する地域協働プロジェ

クトによる支援事業では、地域資源である星空を活用し、地元の天文関係団体

と連携した「星空案内人」を養成する講座の開設により、観光等の地域の活性

化に貢献する人材（星空準案内人）を３４人養成した。また、地元企業との連

携による IoT・ICT 技術を活用した事業「多様なデータを用いた観光流動推計

と交通マネジメント」が、令和元年には、連携事業者を増やし業務協力協定を

締結するなど事業の拡大を図ることができた。 
 

 
 
 

〇小項目の達成に向けて得られた実績（中期計画３－１－１－１） 
 

 
   〇2020 年度、2021 年度の実施予定（中期計画３－１－１－１） 

 (A) 
 

 (B) 
 

≪中期計画３－１－１－２に係る状況≫中期計画２７ 
中期計画の内容 教育研究の成果を踏まえ、サテライトキャンパスを活用した

学習コミュニティづくりを強化し、多様な学習ニーズに基づ

く学習機会や学び直しの充実を図り、地域社会を支える人材

の質の向上に繋がる取組を行う。（◆） 
実施状況（実施予

定を含む）の判定 
□ 中期計画を実施し、優れた実績を上げている。 
□ 中期計画を実施している。 
□ 中期計画を十分に実施しているとはいえない。 

 
〇実施状況（中期計画３－１－１－２） 

  (A)【地域ニーズに応えた学習機会の提供について】 
地域住民への学習機会の提供を拡充するために、平成 28 年度から、地域連

携推進機構において公開講座及び公開授業と、サテライトキャンパスにおける

プログラム提供を一体的に管理し、平成 31 年度まで、毎年 100 講座、100 科

目以上の提供を行い、受講者数も 3,000 人以上を維持している。 
また、公開講座についてはアンケートによるニーズ調査も実施しており、そ

の結果を踏まえた地域・企業ニーズに応えた講座の開発・開講に至っている。 
【満足度調査などをしていたらその結果を書いてください。】 

 
(B)【サテライトキャンパスの有効利用及びリカレント教育について】 

沖縄本島内だけでなく、島嶼地域（石垣島、久米島、宮古島）にもサテライ

トキャンパスを拡充し、学習機会の充実化を進めている。 
特に、社会人の学び直し機会の拡充を目的とした「琉球大学サテライト・イ

ブニング・カレッジ」（平成 28 年度に文部科学省職業実践力育成プログラム

（BP）認定）を平成 28 年度から開講しており、開講 2 年目にあたる平成 29 年

度には前年度より 2 倍以上の受講生（H28:47 名→H29:111名）を獲得する等、

地域ニーズに応えた取組を行っている。 
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(C)【起業家マインド育成／プロジェクトトライアルラボ】 
沖縄県からの委託を受け、イノベーション創出を促進するような起業家マイ

ンドを有する人材を継続的に育成・輩出する取組を実施している。県内大学や

高等専門学校等が取り組む起業家育成の講義や研修の支援や専門家を招聘し起

業家予備軍育成のための自主講座を実施している。また、講義だけではなく、

実践する場として、登録制の「プロジェクトトライアルラボ」を設置し、登録

している学生等に対し、常駐コーディネーターなどがアドバイスを行うなど、

起業家マインドを有する人材育成の場を提供している。 

 
(D)出前授業について 

公開講座の一環として、本学内だけではなくサテライトキャンパスや学外施

設を利用して講座を開講する出前講座を行っている。 
行っている講座として、琉球大学の「与那フィールド」と国頭村の森林など

を使い行っている「やんばるで学ぶ世界自然遺産学習」や「やんばる山学校」、

水素エネルギーへの理解を促進するために幅広い層を対象にサテライトキャン

パスにて行っている「水素のチカラ」、保健の分野である「世界遺産登録へ向け

た沖縄伝統空手の健康技・三戦と尿失禁・頻尿に役立つ骨盤底筋訓練」「がん

患者・家族を癒す緩和ケアの実際」などの出前講座を行っている。 
 

(E)地域社会を支える人材の質の向上に繋がったといえるエビデンスをかけるも

のがあれば書いてほしい 
（中期計画 27 に対応する取組は、「地域のニーズに応えた取組だ」ということ

ができるものばかり（受講生が増えたり、満足度が高かったりするので）なの

で十分ではあるのですが、より PR できる要素があればほしいと思ってのお願

いです。） 
 
 

〇小項目の達成に向けて得られた実績（中期計画３－１－１－２） 
 

 
   〇2020 年度、2021 年度の実施予定（中期計画３－１－１－２） 

 (A) 
 

 (B) 
 

≪中期計画３－１－１－３に係る状況≫中期計画２８ 
中期計画の内容 地域産業の振興を担うグローカルな人材を育成するため、地

域の他機関が連携する沖縄産学官協働人財育成円卓会議（県

内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事

務局等）と連携して、地域づくりのための人材養成プログラ

ム、産学官コーディネータ等の産業振興を担う高度専門職養

成プログラムや地域行政を担う自治体職員能力強化プログラ

ム等の目的別プログラムを開発して実施する。また、沖縄産学

官協働人財育成円卓会議を活用し、受講者のキャリアアップ

に繋がる客観的な地域認証システムを構築する。（◆） 
 
実施状況（実施予

定を含む）の判定 

□ 中期計画を実施し、優れた実績を上げている。 
□ 中期計画を実施している。 
□ 中期計画を十分に実施しているとはいえない。 
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〇実施状況（中期計画３－１－１－３） 
  (A) 目的別人材育成プログラムプログラムの開発・実施について 
   平成２９年度より、沖縄産学官協働人財育成円卓会議（以下、円卓会議という）

の提言を受け、円卓会議の下に、県内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、

内閣府沖縄総合事務局等を含めたワーキンググループや研究会を設置し、教育環

境、観光産業、子供の貧困など、地域課題の解決に寄与する専門人材育成を目的

としたプログラムを開発してきた。 
   平成２９年～令和元年の間に１９件の目的別人材育成プログラムを開発・実施

し、令和元年１１月現在、延べ〇〇名（本学学生含む）が受講している。 
 

(B)地域認証について 
開発した目的別人材育成プログラムのうち、６科目が一般財団法人地域公共

人材開発機構の資格制度「初級地域公共政策士」の認証科目に認定された。認

定された科目は、令和元年度後期から、公開授業として２０名の地域の社会人

が受講し、初級地域公共政策士の資格取得を目指している。 
  

 
 
 

〇小項目の達成に向けて得られた実績（中期計画３－１－１－３） 
 

 
   〇2020 年度、2021 年度の実施予定（中期計画３－１－１－３） 

 (A) 
 

 (B) 
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琉球大学 その他 

 

〔小項目３―１－２の分析〕中期目標８ 
小項目の内容 沖縄の産業活性化及び持続的な自立型経済の実現に向って、

学術的基盤に立脚して地域社会が抱える課題の解決や産業振

興に資する取組を推進し、「行動するシンクタンク」として地

域再生・活性化に貢献する。 
 

○小項目３－１－２の総括 
≪関係する中期計画の実施状況≫ 

実施状況の判定 自己判定の 
内訳（件数） 

うち◆の 
件数※ 

中期計画を実施し、優れた実績を上げている。   
中期計画を実施している。   
中期計画を十分に実施しているとはいえない。   

計   
  ※◆は「戦略性が高く意欲的な目標・計画」 

 
中期目標８： ４年目までの実績及び５年目以降の見込みについて 
 

中期計画 30 の 4 年間の実績 
  ①地域ニーズ・企業ニーズの掘り起こしについて 

平成 28 年度に企業へのニーズ調査（回答：776 件）を実施し、以降、その分析

を元に将来的に本学保有シーズとのマッチングの可能性が見込める企業へのヒ

アリングの実施・検証をするなどし、産業界のニーズの把握と本学研究組織の

活動へニーズを反映する仕組みを強化した。 
 
  ②研究シーズの学内外への発信について 
   学内研究シーズを掘り起こし、HP に掲載することで学内外へ発信している。 

また、県内外のマッチングイベントへ研修シーズを出展している。 
 

③地域ニーズ、企業ニーズと研究シーズとのマッチング及び沖縄の産業振興に寄

与する共同研究等の推進について 
平成 28 年度から地元企業や学外の専門家を交え、本学の教員・学生の持つア

イディアの商品化の検討段階から販売までを継続的に支援する「琉球大学ブラ

ンド商品開発支援事業」を開始し、毎年度 2 つ以上のアイディアを実際に商品

化することに成功している。 
また、産学官金共同研究スタートアップ支援事業を実施し、地域や企業のニー

ズと本学が保有する研究成果に基づく産学官連携による共同研究を支援した。

平成 28 年度～平成 30 年度に支援した 37 件のうち 6 件の事業について、沖縄

県などからの新たな事業費の獲得や企業との共同研究、そのほか外部資金の獲

得につながり、事業のスケールアップに寄与している。 
 

  ※中期計画 30 の 5 年目以降の見込みについては、4 年間の実績を確認しつつ、中期目

標達成のために重点的に取り組む事項を検討する必要がある。 
  （参考）中期目標達成のための中期計画実施内容 
  ①地域ニーズ、企業ニーズの掘り起こし 
  ②研究シーズの学内外への発信 
  ③地域ニーズ、企業ニーズと研究シーズとのマッチング 
  ④沖縄の産業振興に寄与する共同研究等の推進 
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琉球大学 その他 

 

○特記事項（小項目３－１－２） 
(優れた点)  

  ・  
（中期計画３－１－２－○） 

 
 

(特色ある点)  
  ・  

（中期計画３－１－２－○） 
 

(今後の課題)  
  ・  

（中期計画３－１－２－○） 
 
 

〔小項目３―１－２の下にある中期計画の分析〕 
≪中期計画３－１－２－１に係る状況≫中期計画２９ 

中期計画の内容 「行動するシンクタンク」として地域コーディネータ機能を

強化するため、地域連携推進機構に交流人材センター（仮称）

を設置し、企業経営や行政運営の改善に関する専門人材を配

置するとともに、企業や自治体等との連携体制を構築する。 
実施状況（実施予

定を含む）の判定 
□ 中期計画を実施し、優れた実績を上げている。 
□ 中期計画を実施している。 
□ 中期計画を十分に実施しているとはいえない。 

 
〇実施状況（中期計画３－１－２－１） 

  (A)コーディネーターの育成、登用について 
平成２９年度は、内閣府からの委託事業「沖縄型医工連携人材の育成プログラム」

において、民間企業から２名プロジェクトマネージャ及びサブプロジェクトマネ

ージャーとして地域連携推進機構地域連携企画室に登用し、また、沖縄県の委託事

業「知的・産業クラスター支援ネットワーク強化事業」において、民間から１名の

専門人材をコーディネーターとして同室に登用した。 
平成３０年度は、沖縄県の委託事業「知的・産業クラスター支援ネットワーク強

化事業」において、民間から１名の専門人材をコーディネーターとして地域連携推

進機構地域連携企画室に登用した。 
令和元年度後学期から「初級地域公共政策士」資格取得のための科目履修プログ

ラムを社会人向けに開講し、年度内の社会人資格取得者の輩出を予定している。 
 

      
 
 
 

〇小項目の達成に向けて得られた実績（中期計画３－１－２－１） 
 

 
   〇2020 年度、2021 年度の実施予定（中期計画３－１－２－１） 

 (A) 
 

 (B) 
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琉球大学 その他 

 

≪中期計画３－１－２－２に係る状況≫中期計画３０ 
中期計画の内容 地域の産業振興を推進するため、沖縄産学官連携推進協議会

等と連携し、企業ニーズを掘り起こし、本学の研究成果とのマ

ッチングを行い、沖縄の産業振興に寄与する共同研究等を推

進する。 
実施状況（実施予

定を含む）の判定 
□ 中期計画を実施し、優れた実績を上げている。 
□ 中期計画を実施している。 
□ 中期計画を十分に実施しているとはいえない。 

 
〇実施状況（中期計画３－１－２－２） 

  (A)【企業のニーズ把握と本学シーズのマッチングについて】 
平成 28 年度に企業へのニーズ調査（回答：776 件）を実施し、以降、その分析

を元に将来的に本学保有シーズとのマッチングの可能性が見込める企業へのヒ

アリングの実施・検証をするなどし、産業界のニーズの把握と本学研究組織の

活動へニーズを反映する仕組みの強化を推進している。 
この取り組みにより、平成 28 年度から平成 31 年度において共同研究及び受託

研究の年間受入件数は○ポイント増加（H28 年度：○件、H31 年度：○件）、外部

資金の年間獲得額も○ポイント増加（H28 年度：約○円、H31 年度：約○円）し

ている。 
 

 
(B)【地元企業との連携による地域資源を活用した商品開発について】 

平成 28 年度から地元企業や学外の専門家を交え、本学の教員・学生の持つア

イディアの商品化の検討段階から販売までを継続的に支援する「琉球大学ブラ

ンド商品開発支援事業」を開始し、毎年度 2 つ以上のアイディアを実際に商品

化することに成功している。 
 

(C)【産学官金共同研究スタートアップ支援事業について】 
平成 27 年度から開始した産学官金共同研究スタートアップ支援事業を引き

続き実施し、平成 28 年度以降においても地域や企業のニーズと本学が保有す

る研究成果に基づく産学官連携による共同研究を支援している。平成 28 年度

から平成 30 年度に支援した 37 件のうち 6 件の事業について、沖縄県などから

の新たな事業費の獲得や企業との共同研究、そのほか外部資金の獲得につなが

り、事業のスケールアップに寄与している。 
 
 

〇小項目の達成に向けて得られた実績（中期計画３－１－２－２） 
 

 
   〇2020 年度、2021 年度の実施予定（中期計画３－１－２－２） 

 (A) 
 

 (B) 
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令和元年１１月５日 
地域連携企画室会議承認
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（様式） 

重点施策推進経費 事業提案書 

事業名 
沖縄の亜熱帯・島嶼型の資源を基に更なる共同研究

を誘致する活動の機能強化事業 

事業番号  

事業概要 

地域連携推進機構と研究推進機構に所属する教職員を中心に学内横断

的な戦略的チームを編成し、国内外の民間企業等からの共同研究受入額及

び数を向上させるためのグローバルな産学連携機能の強化事業を実施す

る。また、本提案は、本学の広報戦略とも密に関連する内容であるため、

広報戦略担当部署とも連携して進め、本学のブランド力創造にも貢献でき

るよう実施する。 

実施体制 

氏名 所属部局・職名 役割分担 

竹村 明洋 

島袋 亮道 

羽賀 史浩 

地域連携推進機構・副機

構長（産学官連携部門長）

地域連携推進機構・特命

准教授 

研究推進機構・上席 URA 

本取組における、地域連携推進機構と研究推進

機構の産学連携活動の統括 

「２．事業期間内に実施する取組の具体的内容」の 1）

から 4）の実施 

「２．事業期間内に実施する取組の具体的内容」の 1）

から 4）の実施 

事業目的 適宜、図表等を用いてわかりやすく記載すること。 

【参考：重点施策推進経費事業提案書】 

審議２┃6 / 10

25 / 78



１．本学の機能強化との関連（中期目標・中期計画、新しい評価・資源配分の仕組みへの寄与等を記

載下さい） 

（１）総論 

我が国の長期的な人口減による生産者人口の減少、大学進学率の上昇、経済活動や文化

活動のグローバル化の進行、科学技術の更なる発展などにより、大学に対する社会の期待

も変容している。その状況を踏まえ、文部科学省も各国立大学法人に対して変革を求めて

いる。また、従来の運営費交付金以外の外部資金の自己調達による運営が強く求められて

いる。 

運営費交付金においては平成 16 年の法人化以降、10 年以上にわたって毎年 1%以上の

割合で減少しており、外部資金獲得増のための施策の実施が国立大学法人の喫緊の課題

となっている。その中、文部科学省と経済産業省は、民間企業との共同研究増加のための

指針として、平成 28 年 11 月 30 日付で「産学官連携による共同研究強化のためのガイド

ライン」を取りまとめ、国立大学法人や国立研究開発法人による「本格的な共同研究」の

必要性等を盛り込んだ指針を示し、これにより産学官の集中的な取組による指針の実効

性確保と共同研究の拡大・深化を目指している。 

本学は、本学が有する研究・教育資源と沖縄の有する亜熱帯・島嶼型の資源を基に、国

内外の民間企業等と共同研究を実施する事で、受託研究や寄付金等の源泉である研究・教

育シーズを創出している。研究・教育シーズは、本学の資産であり本学の持続的発展の源

泉であるとともに、本学が行う地域貢献活動の源泉でもある。 

ところが、本学の共同研究受入額は、受託研究受入額と比較した場合、少額となってお

り低迷している。文科省統計によると、本学における平成 28 年度の共同研究受入額は 1

億 3,334 万円、受託研究受入額は 9億 4,078 万円、平成 29 年度の共同研究受入額は 1億

4,491 万円、受託研究受入額は 11 億 5,443 万円となっている。共同研究受入額と受託研

究受入額を比較すると、平成 28 年度の共同研究受入額は、受託研究受入額の約 14.1%、

平成 29 年度は約 12.5%となっており、いずれの年度においても、受託研究受入額と比べ、

共同研究受入額は少額となっている。なお、平成 29 年度の受託研究受入額が前年度より

も顕著に向上しているが、これは、本学がこれまで培ってきた研究実績の社会還元活動が

功を奏している表れとして捉える事ができる。ただし、それら受託研究受入の源泉でもあ

る研究・教育シーズを創出する共同研究の低迷には、大きな課題が残る。 

また重点支援①を選択した同規模の他の地方大学との比較においても、本学の共同研

究受入額は少額であり、低迷している実態が顕著に表れている。本学と鹿児島大学におけ

る共同研究受入額を比較すると、平成 28 年度の本学の共同研究受入額は、同年の鹿児島

大学の 48.5%、平成 29 年度の本学の共同研究受入額は、45.1%となっており、他大学との

比較においても本学の共同研究受入額は少額で低迷している。 

伸びの弱い共同研究受入額を増額させ、将来の受託研究等を生み出す研究シーズの拡

充に着手することが、研究力・教育力の強化を持続的に果たすうえで重要であり、そのた

めの共同研究の誘致活動の機能強化が、本学の喫緊の課題である。 

 

（２）第３期中期目標・中期計画における取組の位置づけ 

本学は、平成 28 年度から開始されている第 3期中期目標期間において、「地域活性化の

中核的拠点となるべく社会変革にしなやかに対応できるイノベーティブな大学としての

歩みを加速する」事を方針として掲げている。また、その方針の中においては、「③ 産学
審議２┃7 / 10

26 / 78



官連携と国際連携による組織的な連携を通じて多様な力を結集し、大学資源を有効に活

用して、教育研究力をグローバルに展開する」と定めている。その意味において、本取組

は、地域連携推進機構と研究推進機構が組織的に連携し、本学のこれまでの卓越した亜熱

帯・島嶼に関連する研究成果と、沖縄の持つ豊かな研究フィールドの双方を大学資源とし

て戦略的に有効活用し、グローバルな視点に立った共同研究誘致活動を実施する事で、国

際的な共同研究受入額及びその数を向上させる取組である。本取組は、本学の研究・教育

力をグローバルに展開させる取り組みであり、第 3 期中期目標期間中の方針に合致する

ものである。 

また、上記の国際的な共同研究の成果を基に、産学連携活動の一環として事業創出の支

援まで実施する事で、本学は地域に大きな貢献を果たす事が可能となる。島嶼地域のニー

ズを起点としその課題解決を図る地域連携推進機構の取組と、島嶼の地域的特性を生か

したユニークな研究の活性化や研究成果の社会還元を支援する研究推進機構の取組は、

民間事業創出（プロデュース）の観点から見れば、表裏一体の関係にあり、本来は連動し

て行われるべき取組である。それら両機構の取組を、地域貢献やその源となる研究成果を

創出する研究企画の観点から融合させ、連携を強化し共に活動することは、研究成果の社

会実装や事業創出の動きを加速させ、本学の後継の教育・研究成果の連鎖を生む力とな

る。 

また国における議論では、「民間資金獲得等に応じて運営費交付金の配分のメリハリ付

け等によるインセンティブの仕組みの導入」や、ボーダーレスな挑戦の必要性として、国

外企業とも積極的に連携して共同研究を進めるべきとする、イノベーション創出の連鎖

を起こす「イノベーション・エコシステム」の仕組みの構築が、大学に期待されている。

本取組によって本学は、グローバルな視野に立ち、地域の国際競争力を増すイノベーシ

ョンを目指し、地域と密着した持続可能な大学ブランドを志向していくべきである。 

 

（３）新しい評価・資源配分の仕組みへの寄与等について 

上記までで述べたように、本学は、その強み・特色のある分野で、世界的な視野に立ち

共同研究受入の向上を目指すべきである。そのためには、地域連携推進機構や研究推進機

構といった部局の枠を超え、新しく学内横断的な産学連携活動の体勢を整備する事が必

要である。第 3 中期計画の中間地点である平成 31 年度以降から、将来の第 4 期中期目

標・中期計画も見据え、本学の地域貢献力や、その源泉である研究力・教育力を持続的に

強化していくために、よりグローバルな視野に立った学内横断的な産学連携活動をその

中核的な成長戦略の中心に据えるべきである。 
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２．事業期間内に実施する取組の具体的内容 

上述した項目１．の内容を踏まえ、具体的には以下の活動を行う。 

 

１）世界を視野に入れた共同研究の誘致活動の機能強化を図るため、効率的かつ効果的な

共同研究誘致の活動を行うための学内横断的な戦略チーム体勢の構築 

 

２）国内外の民間企業のニーズを把握している研究マッチング機関等とのネットワーク

の構築 

・国内外の研究マッチング機関等とのネットワーク構築及び、それらとの連携による共

同研究の誘致活動を行う。 

 

３）共同研究受入の向上を前提とする学外人材とのネットワーク形成のための招聘研修

会の開催 

 

４）産学連携関連ウェブサイトの再構築費用（一部、外部業者委託） 

・本学の研究教育シーズを広く国内外の関係機関に周知するため、及びこれらシーズに

基づくグローバルな産学連携活動の円滑な実施を図るため、研究教育シーズのデータ

ベースの整理や更新、及び産学連携活動に関連する本学ウェブサイトの再構築を、専門

的業者と連携し実施する。 

 

 

※１ 2019 年 5 月現在、本学は国内 1 か所（東京オフィス）、国外 5 か所（台湾〔台北

市〕、米国ハワイ州〔ホノルル市〕、ラオス国〔ビエンチャン市〕、ドイツ〔デュッセルド

ルフ市〕、ブラジル〔サンパウロ市〕）にサテライトオフィスを設置している。本提案が採

択に至った場合には、それらの拠点を積極的に活用して、共同研究の誘致活動を実施す

る。その際には、本学の研究・教育及び研究開発事例等を用い、具体的に提示する。 

 

※２ 本学のサテライトオフィスの積極的活用とあわせ、地方自治体（例：沖縄県庁）の

有する海外事務所等も活用し、連携しながら誘致活動を実施する。 

 

※３ 本提案は、本学の広報戦略とも密に関連する内容である。そのため、広報戦略担当

部署とも連携し、本学のブランド力創造にも貢献できるよう実施する。 

 

 

３．本事業により期待される成果（可能な限り、数値目標等も含めて記載下さい） 

 共同研究受入額（国、独法除く）及び受入数の増加 
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(2019年度所要額明細) 

積 算 内 訳 金額（千円） 備 考 

  謝金 

旅費 

備品費 

消耗品費 

印刷費 

外注費① 

外注費② 

1,000 

2,000 

3,500 

3,500 

「２．事業期間内に実施する取組の具体的内

容」の 1）から 4）に必要な講師謝金等 

「２．事業期間内に実施する取組の具体的内

容」の 1）から 4）に必要な旅費等 

学外研究マッチング機関への業務委託費用 

産学連携関連ウェブサイト再構築業務 

計 10,000 

（その他） 

本提案の構想イメージ全体図 
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令和元年 11 月 8 日 

産学官連携部門会議 承認 

商標「琉球大学ウコン」の方向性について 

【現状】 

本学では、ウコンに関する商標を 3 つ保有している。 

・琉球大学ウコン（マーク） 平成 21 年 12 月 4 日商標登録

・琉大ゴールド（標準文字） 平成 25 年 11 月 22 日商標登録

・琉大壮金（標準文字） 平成 26 年 11 月 28 日商標登録 

・琉大ゴールドと琉大壮金の商標はそれぞれウコンの品種に紐づいている。

（商標）琉大ゴールド→（品種）琉大ゴールド

（商標）琉大壮金→（品種）琉大 CL―2 号

今回、琉球大学ウコンの商標権が令和元年 12 月 4 日で終了するため、更新するかどう

か判断する必要がある。（更新料を支払うことで、5/10 年間権利を存続させることが可能。） 

【商標登録の経緯】 

琉球大学ウコン（マーク）はもともと新品種「琉大ゴールド」の普及と品質維持、琉大ブ

ランドの確立を図るシステムを構築する目的で商標登録したが、「琉大ゴールド」の品種登

録後、「琉大ゴールド」を使用した多くの企業から多様な製品がつくられることとなった。

加工品については品種名称の保護が及ばないことから、品種名称を保護するために「琉大ゴ

ールド」の商標登録を行った。その後、別品種のウコンが開発され、品種開発者が「琉大壮

金」という名称を希望したため新たに商標を登録した。 

【検討事項】 

・商標「琉球大学ウコン」（マーク）を更新しないこととしてもよいか？

・今後、新品種が開発された際、その名称を商標として保護するかどうかは利用方法なども

考慮する必要があるため、その都度検討することとする。 

（参考） 

・更新登録申請料：5 年分 22,000 円×区分数、10 年分 38,800 円×区分数

※特許事務所で手続きする場合、上記に事務手数料が加算される。

琉球大学ウコンの場合は 7 区分で商標登録しているため、更新登録申請料は 

5 年分：154,000 円、10 年分：271,600 円 
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琉球大学ｳｺﾝ商標登録の経緯

平成１９年

平成２０年

平成２１年

平成２２年

平成２３年

平成２４年

平成２５年

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成３０年

平成３１年

平成２６年

H２５年１１月２２日商標登録
（代表:知的財産部門長）

H２６年１１月２８日商標登録
（代表：本村恵二先生）

H26年度第2回発明審査委員会（H２６
年５月２７日開催）において審議。
品種・商標について「品種出願より先に
商標登録することで品種名称の保護を
する必要がある」とのことで商標・品種
出願することが了承された。

H２１年１２月４日商標登録
（代表：知的財産部門長）

H２７年７月２９日品種登録出願
※品種名：琉大CL-2号

H２６年６月１８日商標出願

H２３年２月１日～H２５年１月３１日
商標実施許諾契約（(株)しゃりや）

実施料
２４年：64,894円
２５年：127,992円

H24年度第10回発明審査委員会（H２５
年１月２４日開催）において審議。
「琉大ゴールドは多くの企業から多様な
製品がつくられているが、加工品につ
いては育成者権の名称保護が及ばな
い。名称を保護するためにも商標出願
が必要であると考える。」「『琉大ウコ
ン』の商標もあるがアピール力が弱い」
とのことで商標出願したことが了承され
た。

H２４年２月２９日品種登録

H２５年１月１８日商標出願

H20年度第9回発明審査委員会（H20年
12月18日開催）にて審議。
本学農学部で開発したウコン「琉大
ゴールド」（現在、品種登録出願中）を
栽培農家に普及をはかりつつ、出荷時
に一定水準のクルクミン含有量を有す
るもののみにマークを付与し、品質の
維持、琉大ブランドの確立を図るシステ
ムを構築することを目的とするために
「琉球大学ウコン」のマークを商標出願
することが了承された。

H２１年３月１９日商標出願
（代表：知的財産部門長）

琉球大学ｳｺﾝ 琉大ゴールド 琉大壮金

H１９年３月２日品種登録出願
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（１９０）【発行国・地域】日本国特許庁（ＪＰ）

（４５０）【発行日】平成２２年１月１２日（２０１０．１．１２）

【公報種別】商標公報

（１１１）【登録番号】商標登録第５２８４４４２号（Ｔ５２８４４４２）

（１５１）【登録日】平成２１年１２月４日（２００９．１２．４）

（５４０）【登録商標】

（５００）【商品及び役務の区分の数】７

（５１１）【商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務】

第２類　ウコンを主原料とする染料

第３類　ウコンを含有する化粧品，ウコンを含有する植物性天然香料，ウコンを含有する調合香料，ウコンと製

油からなる食品香料

第２９類　ウコンを含有する加工野菜，ウコンを主材料とする粒状・粉状・顆粒状・カプセル状・スティック状

・液状・クリーム状・ペースト状・錠剤状の加工食品

第３０類　ウコンを含有する茶，ウコンを含有する香辛料，ウコンを含有する食用粉類

第３１類　ウコン，ウコンの種子，ウコンの苗・苗木

第３２類　ウコンを含有する清涼飲料水，ウコンを含有する果実飲料，ウコンを含有する飲料用野菜ジュース

第３３類　ウコンを含有する薬味酒

【国際分類第９版】

（２１０）【出願番号】商願２００９－２４７０３（Ｔ２００９－２４７０３）

（２２０）【出願日】平成２１年３月１９日（２００９．３．１９）

（７３２）【商標権者】

【識別番号】５０４１４５３０８

【氏名又は名称】国立大学法人　琉球大学

【住所又は居所】沖縄県中頭郡西原町字千原１番地

（５９１）【色彩】書面手続きによるものであるので色彩については原本を参照して下さい

【法区分】平成１８年改正

【審査官】前山　るり子

（５６１）【称呼（参考情報）】ユウアアルターメリックリューキューダイガクウコン、ユウアアルターメリッ

ク、リューキューダイガクウコン、リューキューダイガク

【検索用文字商標（参考情報）】ＵＲＴＵＲＭＥＲＩＣ、琉球大学ウコン

【類似群コード（参考情報）】

第２類　０３Ａ０１
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(2) 商標公報５２８４４４２

第３類　０４Ｃ０１、０４Ｄ０１

第２９類　３２Ｆ０４、３２Ｆ１５

第３０類　２９Ａ０１、３１Ｂ０１、３３Ａ０１

第３１類　３２Ｄ０１、３３Ｃ０１、３３Ｄ０１

第３２類　２９Ｃ０１、３２Ｆ０４

第３３類　２８Ａ０４

（５３１）【ウィーン分類（参考情報）】５．３．１１；５．３．１３；５．３．１６；５．１１．１；２６．

１．１；２６．１．３；２６．１．４；２６．１．１５；２６．１．２１
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（１９０）【発行国・地域】日本国特許庁（ＪＰ）

（４５０）【発行日】平成２５年１２月２４日（２０１３．１２．２４）

【公報種別】商標公報

（１１１）【登録番号】商標登録第５６３１６７７号（Ｔ５６３１６７７）

（１５１）【登録日】平成２５年１１月２２日（２０１３．１１．２２）

（５４１）【登録商標（標準文字）】

琉大ゴールド

（５００）【商品及び役務の区分の数】４

（５１１）【商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務】

第５類　薬剤（農薬に当たるものを除く。），サプリメント，栄養補助食品，食餌療法用飲料，乳幼児用飲料，

栄養補助用飼料添加物（薬剤に属するものを除く。）

第２９類　乳製品，豆乳

第３０類　茶，コーヒー，菓子，調味料，香辛料，穀物の加工品，食用粉類

第３２類　ビール，清涼飲料，果実飲料，飲料用野菜ジュース，乳清飲料

【国際分類第１０版】

（２１０）【出願番号】商願２０１３－２７２４（Ｔ２０１３－２７２４）

（２２０）【出願日】平成２５年１月１８日（２０１３．１．１８）

（７３２）【商標権者】

【識別番号】５０４１４５３０８

【氏名又は名称】国立大学法人　琉球大学

【住所又は居所】沖縄県中頭郡西原町字千原１番地

（７４０）【代理人】

【識別番号】１００１５２１８０

【弁理士】

【氏名又は名称】大久保　秀人

（７４０）【代理人】

【識別番号】２３０１１５４７３

【弁護士】

【氏名又は名称】島袋　勝也

【法区分】平成２３年改正

【審査官】津金　純子

（５６１）【称呼（参考情報）】リューダイゴールド、リューダイ

【検索用文字商標（参考情報）】琉大ゴ－ルド

【類似群コード（参考情報）】

第５類　０１Ｂ０１、３２Ｆ１５、３２Ｆ１６、３２Ｆ１７、３３Ｂ０１

第２９類　３１Ｄ０１、３２Ｆ０５

第３０類　２９Ａ０１、２９Ｂ０１、３０Ａ０１、３１Ａ０１、３１Ａ０２、３１Ａ０３、３１Ａ０４、３１Ａ

０５、３１Ｂ０１、３２Ｆ０３、３３Ａ０３

第３２類　２８Ａ０２、２９Ｃ０１、３１Ｄ０１
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（１９０）【発行国・地域】日本国特許庁（ＪＰ）

（４５０）【発行日】平成２７年１月６日（２０１５．１．６）

【公報種別】商標公報

（１１１）【登録番号】商標登録第５７２１５２０号（Ｔ５７２１５２０）

（１５１）【登録日】平成２６年１１月２８日（２０１４．１１．２８）

（５４１）【登録商標（標準文字）】

琉大壮金

（５００）【商品及び役務の区分の数】６

（５１１）【商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務】

第３類　せっけん類，歯磨き，化粧品，香料，薫料

第５類　薬剤（農薬に当たるものを除く。），サプリメント，栄養補助食品，食餌療法用飲料，食餌療法用食品

，乳幼児用飲料，乳幼児用食品，栄養補助用飼料添加物（薬剤に属するものを除く。）

第２９類　食用油脂，乳製品，冷凍野菜，加工野菜及び加工果実，豆乳，カレー・シチュー又はスープのもと

第３０類　茶，菓子，パン，調味料，香辛料，アイスクリームのもと，シャーベットのもと，穀物の加工品，食

用粉類

第３１類　野菜，糖料作物，果実，種子類，草，苗，苗木，花

第３２類　ビール，清涼飲料，果実飲料，飲料用野菜ジュース，乳清飲料

【国際分類第１０版】

（２１０）【出願番号】商願２０１４－５０５８４（Ｔ２０１４－５０５８４）

（２２０）【出願日】平成２６年６月１８日（２０１４．６．１８）

（７３２）【商標権者】

【識別番号】５０４１４５３０８

【氏名又は名称】国立大学法人　琉球大学

【住所又は居所】沖縄県中頭郡西原町字千原１番地

（７４０）【代理人】

【識別番号】１００１５２１８０

【弁理士】

【氏名又は名称】大久保　秀人

【法区分】平成２３年改正

【審査官】箕輪　秀人

（５６１）【称呼（参考情報）】リューダイソーキン、ルダイソーキン

【検索用文字商標（参考情報）】琉大壮金

【類似群コード（参考情報）】

第３類　０４Ａ０１、０４Ｂ０１、０４Ｃ０１、０４Ｄ０１、０４Ｄ０２

第５類　０１Ｂ０１、３２Ｆ１５、３２Ｆ１６、３２Ｆ１７、３３Ｂ０１

第２９類　３１Ｃ０１、３１Ｄ０１、３２Ｄ０１、３２Ｆ０４、３２Ｆ０５、３２Ｆ１０

第３０類　２９Ａ０１、３０Ａ０１、３１Ａ０１、３１Ａ０２、３１Ａ０３、３１Ａ０４、３１Ａ０５、３１Ｂ

０１、３１Ｄ０１、３２Ｆ０３、３３Ａ０３

第３１類　３２Ｄ０１、３２Ｄ０２、３２Ｄ０３、３２Ｅ０１、３３Ｃ０１、３３Ｄ０１

第３２類　２８Ａ０２、２９Ｃ０１、３１Ｄ０１
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学 内 地 連 第  号 

令和元年  月  日 

各学部等の長    殿           

地域連携推進機構長  

 （公印省略）   

 

令和二年度公開講座の実施について（依頼） 
 

平素より地域連携推進機構の運営にご理解ご協力いただき感謝申し上げます。さて、令和二年

度につきましても、別紙１「全学的に実施する公開講座等の実施方針」に基づき地域連携推進機

構主催の公開講座を実施することといたしましたので、ご依頼いたします。 

一般市民の生活課題や教養の涵養に資する「一般コース」および専門分野における資格取得や

職能開発・向上に寄与する講座を提供する「専門コース」の枠で公開講座を募集いたしますので、

今年度に引き続き本機構主催の公開講座の主旨をご理解いただき、次年度もご協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

各部局等におかれては一般コース２講座以上、専門コース１講座以上のご提供をお願いいたし

ます（別紙１・第４条第２項参照）。また、講座の内容及びテーマの適正については各部局等に

おいてご精査の上ご提出頂きますようお願い申し上げます。 

なお、受講者から講座当日に現金徴収を行っていた材料費や保険料等につきましては、次年度

より受講料と併せて口座振込にする予定をしております。それに合わせて公開講座実施計画書の

様式が新しくなっておりますので、記入例や留意事項をご確認の上、新しい様式にてご提出くだ

さい。（別紙４） 

また、新規での公開講座や琉球大学サテライトキャンパスでの公開講座の実施を検討されてい

る先生方におかれましては、講座の形式・内容に関するご相談を随時承りますので、下記の事務

局までご連絡ください。 

琉球大学サテライトキャンパスについての詳しい内容については、別紙２及び別紙３をご覧く

ださい。 

 

 

記 

 

 〇提出資料：令和二年度公開講座実施計画書（別紙４） 

（電子データでの提出をお願い致します。） 

    〇提出期限： 令和元年１２月２３日（月） 

     ※様式は別途メールにて各学部等事務担当者宛に送付いたします。 

    〇問合・提出先： 

（公開講座全般）地域連携推進課地域連携推進係 宮平（内線：８０１９） 

     （琉球大学サテライトキャンパスに関すること） 赤嶺（内線：９０５８） 

    〇参考 

     （別紙５）平成３１度公開講座一覧 

     （別紙６）公開講座実施計画におけるＱ＆Ａ 
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平成３０年３月２３日 
地域連携推進機構長決定

全学的に実施する公開講座等の実施方針

１．趣旨

この方針は、琉球大学における公開講座等に関する規程（以下「公開講座等規程」と

いう。）第７条の規定に基づき、公開講座等規程第３条第１項の公開講座の実施に関し、

必要な事項を定める。

２．目的

  本学の教育・研究機能を広く社会に開放し、地域社会の発展に資する学習機会を充実

させることで人々の教養や生活文化の向上、健康や社会福祉の増進、職業等に関する専

門的知識や技術の革新に貢献することを目的に、地域社会の情勢を鑑み全学的見地から

公開講座を企画・実施する。

３．公開講座の要件

 （講座の名称）

（１）上記「２．目的」を達成するため、地域連携推進機構が各部局等と共同で企画・

実施する公開講座を琉球大学公開講座と称する。

（講座の種類）

（２）琉球大学公開講座は、広く学術資源を提供することで人々の教養や生活文化の向

上、健康や社会福祉の増進を図るための「一般コース」と、より高度な内容や専

門職・職業人などを対象に専門的知識や技術の修得、再教育の機会の充実を図る

「専門コース」とする。なお、琉球大学公開講座は、必要に応じて自治体や公共

的団体等からの共催や後援を得ることができ、これを「連携講座」とする。ただ

し、琉球大学が共催や後援となる講座を琉球大学公開講座として実施することは

認めない。

（内容）

（３）講座の内容は上記の「２．目的」に添うものとするとともに、企画・実施に際し

ては提供部局等ならびに琉球大学の学術資源の公開として相応しい内容とする。

なおその場合であっても、講座の内容は中立を保ち、特定の宗教や宗派、政党や

政治団体等への勧誘や奨励にならないよう留意が必要である。また講座が特定人

に収益を帰属させたり、特定企業の広告・宣伝、販売の促進といった営利の追求

にならないよう留意が必要である。

（別紙１）
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（対象）

（４）琉球大学公開講座の対象は市民一般とし、講座の内容に応じて自由かつ的確に設

定するものとする。

（担当講師）

（５）琉球大学公開講座を担当する講師は原則として本学の教職員（常勤）とするが、

上記「２．目的」の達成のために特に必要とされる場合は、非常勤教職員や学外

者も講師として加えることができる。ただし、招聘にかかる旅費は支出しない。

（回数・時間数）

（６）各講座の回数や時間数は、原則として各講座の目的に応じて設定することができ

る。総時間数が 10 時間以内、１回２～３時間で３～５回程度の開催を１つの目安

とするが、講座の内容や目的によっては１回のみの開講や長期にわたる継続的な

開催も可とする。

（会場）

（７）会場は原則として学内とするが、講座の目的や内容によっては学外で開催するこ

ともできる。なお、特に当該の学習内容や学習機会が得がたいと判断される場合

には離島地域での開催も認められるほか、サテライトキャンパスを用いた双方向

型同時配信による講座の実施は特に推奨されるものである。

（経費）

（８）講座を実施するにあたって必要となる経費については、講座内容・募集定員等を

勘案し、必要最小限の額にとどめるものとする。また、講座の開催に際し受講者

の利益に帰属する教材等（保険料含）は原則として受益者負担（受講者からの実

費徴収）とする。

（受講料）

（９）受講料の設定は「国立大学法人琉球大学料金規程」によるものとする。

４．講座の募集・応募

（１）講座の募集は地域連携推進機構長（以下、「機構長」という）が部局等の長に対し

文書をもって依頼するものとする。募集は年１回行うが、必要に応じて追加の応

募をすることができる。

（２）応募は各部局等単位で行い、各部局等の学術資源の公開として相応しい講座を「一

般コース」２講座以上、「専門コース」１講座以上とする。

５．講座計画の審議及び決定

（１）当該年度に実施する講座及び上記「３．公開講座の要件」にかかる講座の詳細に

ついては、提出された各実施計画案をもとに地域連携推進機構運営会議（以下、「運
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営会議」という）で審議し決定する。

（２）実施計画案の修正・変更については、機構長、関係部局等の長等、担当予定講師

等で協議し、その結果をもとに生涯学習推進部門会議で審議し決定する。

（３）当該年度に実施する公開講座の詳細が決定した場合は文書をもって各部局等の長

に通知するものとする。

（４）なお、本機構が企画する講座の実施計画案についても、運営会議において審議す

るものとする。

６．その他

  その他琉球大学公開講座の企画・実施・評価に必要となる事項については、運営会議

において適宜審議し決定するものとする。

 附 則 

１ この実施方針は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 琉球大学公開講座実施方針（平成２８年１１月２８日地域連携推進機構長決定）は，

廃止する。 
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（別紙２）

琉球大学サテライトキャンパス及びサテライト教育システム等について

１．琉球大学サテライトキャンパス

 琉球大学サテライトキャンパスは、自治体の協力により、既存の社会教育施設等の一

室を共用にて借用し、本学の公開講座の開催等に利用しています。

平成２７年度までに県内６カ所にサテライトキャンパスを設置しました。

① 那覇市ほしぞら公民館（那覇市安里２－１－１）

② 宮古島市未来創造センター（宮古島市平良字東仲宗根 807 番地）

③ 石垣市立図書館（石垣市浜崎町１―１）

④ 久米島町具志川農村環境改善センター（久米島町字仲泊７３０）

⑤ 大宜味村農村活性化センター（大宜味村字根路銘１３７３）

⑥ 国頭村民ふれあいセンター（国頭村辺土名１１２）

２．サテライト教育システム

 琉球大学（地域国際学習センター３０１講義室、共通教育棟１－１１８教室及び光回

線が接続されている教室等【大学会館、法文新棟２１５教室等】）と琉球大学サテライ

トキャンパスをインターネットにより双方向で結ぶビデオ会議システムです。

３．琉球大学サテライトキャンパスの活用例

現在、琉球大学サテライトキャンパスは、以下のとおり利用しております。

これら以外の活用を想定する場合には、本件担当までご相談ください。

① 琉球大学サテライトキャンパスでの出前講座の実施

② 琉球大学（地域国際学習センター３０１講義室、共通教育棟１－１１８教室及び光

回線が接続されている教室等【大学会館、法文新棟２１５教室等】）で実施する公開

講座等をサテライト教育システムを活用し、サテライトキャンパスへインターネッ

ト配信

③ 琉球大学サテライトキャンパスで実施する出前講座等をサテライト教育システムを

活用し、他のサテライトキャンパスへインターネット配信  等

※サテライト教育システムによる配信を行う場合には、機器操作を行う事務員が１名～

２名程度講座等につきます。本事務員は、配信のための機器の設置・片付け、カメラ

ワーク等を担当します。

４．予算措置

公開講座等の実施に係るサテライトキャンパスへの配信等に係る経費及びサテライ

トキャンパス借料の負担はございません。（サテライトキャンパスへの講師派遣旅費や

外部講師への謝金等は、地域連携推進機構主催の公開講座に係る予算からの支出となり

ます。）
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琉球大学サテライトキャンパスについて

那覇キャンパス 宮古島キャンパス

石垣キャンパス

１ 琉球大学サテライトキャンパス
琉球大学では、自治体と連携・協力し地域を志向した教育・研究・社会貢献、地域の

再生・活性化の拠点となる大学の形成を目的とした「地（知）の拠点整備事業」（文部
科学省) に申請し、「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）（以降「ちゅら島事業」
という）」事業が平成２５年度に採択されました。
ちゅら島事業では、県内の島嶼部を含む複数の地域に琉球大学サテライトキャンパスを設

置し、「能力強化プログラム（自治体職員の政策形成能力強化等）」や「学び直しの機会拡
充プログラム（公開講座等の実施）」を提供することで、地域との共同による地域人材の育
成を推進し、大学と地域がより結びついた学びのコミュニティモデルの構築を推進すること
を目指して平成２５年度から平成２７年度にかけて以下の６カ所の施設内に「琉球大学サテ
ライト キャンパス」を設置しました。

（１）那覇キャンパス ：那覇市牧志駅前ほしぞら公民館（那覇市安里２丁目１番１号）
（２）宮古島キャンパス：宮古島市未来創造センター（宮古島市平良字東仲宗根８０７番地）
（３）石垣キャンパス ：石垣市立図書館（石垣市浜崎町１丁目１番地）
（４）久米島キャンパス：久米島町具志川農村環境改善センター（久米島町字仲泊７３０番地）
（５）国頭キャンパス ：国頭村民ふれあいセンター（国頭村辺土名112）
（６）大宜味キャンパス：大宜味村農村活性化センター（大宜味村字根路銘1373）

２ サテライト教育システム（別添１）
琉球大学サテライトキャンパスには、当該サテライトキャンパスと本学（地域国際学習

センター３０１講義室及び共通教育棟１１８教室）とをインターネットを活用してつなぐ
「サテライト教育システム（ビデオ会議システム）」を設置しました。これにより、琉球
大学主催の公開講座や公開授業、シンポジウム等を各サテライトへライブ配信したり、
本学と各サテライトとの双方向でのやりとりが可能です。

３ 琉球大学サテライトキャンパスの活用（別添２）
２０１９年度は、本学の公開講座及び公開授業の一部を各サテライトキャンパスへ

配信しました。

（配信コンテンツ）
・公開授業「海洋の科学（理学部）」 等
・公開講座「沖縄の公害問題で考える平和学習」 等

久米島キャンパス

国頭キャンパス 大宜味キャンパス

琉大と地域を結ぶサテライトキャンパス

別紙３
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地域国際学習センター
301講義室

MCU
TV会議端末

多地点同時接続装置
(MCU)

ｶﾒﾗ/ﾓﾆﾀ-

ﾙｰﾀｰ(有線/ﾜｲﾔﾚｽ)

凡例

総合情報処理センター

ﾙｰﾀｰ(有線)

共通教育棟
1-118教室

サテライト教育システム構成概略図

牧志駅前ほしぞら公民館と
大学教育センターの
2箇所同時通信の様子

那覇市牧志駅前
ほしぞら公民館

石垣市立図書館

琉球大学

別添１

宮古島市未来創造センター

モバイル

※光回線のある講義室等

久米島町
具志川農村環境改善センター

国頭村民ふれあいセンター

大宜味村農村活性化センター

名桜大学

閉域型ＶＰＮ
（フレッツ・ＶＰＮ ワイド）
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令和二年度公開講座実施計画書
別紙４

① 講座名

② 講座の種類 一般　　・　　専門 ④ 募集人数 人 ⑤ 修了証の発行 要　・　不要

⑥ 共催など

⑦ 会場 ⑧ サテライト配信 可　・　否

１．単価表の通り
　（下記に金額記入）
２．表によらない
　（金額及び理由を記入）

理由
（単価表によらない場合
のみ記入）

円

理由
（全学免除（無料）を希
望する場合、理由を選
択）

⑩ 材料費等の徴収 有　・　無 円 ⑫ 材料費等の内訳

⑬ 講座の開設趣旨・
内容等

実施日 時間 担当講師

円

⑰ 備　　　考

合　　　　計

⑪ 材料費の金額

部局名

③ 受講対象者

⑮ プ　ロ　グ　ラ　ム

⑨ 受講料

講座内容

⑯ 必要経費希望額
の積算内訳

単価表によらない場合
（増額、減額）の理由

→

又は

全学免除（無料）を希
望

する場合の理由→

⑭ 担当講師
（代表者に○をつけ
る）

氏名（所属・職名）
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令和二年度公開講座実施計画書
(記　入　例）

別紙４

部局名 法文学部

① 講座名

② 講座の種類 一般　　・　　専門 小学1～3年生 ④ 募集人数 　　　10　　人 ⑤ 修了証の発行 要　・　不要

⑥ 共催など

⑦ 会場 ⑧ サテライト配信 可　・　否

１．単価表の通り
　（下記に金額記入）
２．表によらない
　（金額及び理由を記入）

理由
（単価表によらない場合
のみ記入）

０ 円

理由
（全学免除（無料）を希
望する場合、理由を選
択）

⑩ 材料費等の徴収 有　・　無 300円 ⑫ 材料費等の内訳

⑬ 講座の開設趣旨・
内容等

実施日 時間 担当講師

琉大　太郎

沖縄　花子

円

⑰ 備　　　考

ウ）児童・生徒を対象とする講座

夏休み工作教室

③ 受講対象者

単価表によらない場
合（増額、減額）の理

由→

又は

全学免除（無料）を
希望する場合の理由

→

⑭ 担当講師
（代表者に○をつけ
る）

氏名（所属・職名）

○ 琉大　太郎（○○学部○○学科教授）

　沖縄　花子（○○学部○○○○学科教授）

⑯ 必要経費希望額
の積算内訳

学生アルバイト(2名)：単価790円(1時間)×6時間×2名分＝9,480円
ＵＳＢフラッシュメモリ(2個)：2Ｇ　1,260円×2個＝2,520円
その他消耗品(印刷用紙代等)：5,000円

合　　　　計 17,000

教室が変更になる場合があります。

単4乾電池、ホットボンドスティック他
計3,036円÷10人＝303.6

琉球大学工学部2号館226室（電気基礎実験室）

趣旨：ものづくりの楽しさや，不思議さ等の体験を通して，子供たちが科学技術に親しみを持つことを目的にしています。
内容：モーターを用いてホバークラフトを作ります。「気圧」って何だろう？を遊びながら勉強しましょう。

7月27日 9:00-11:00 ホバークラフトの作製

⑮ プ　ロ　グ　ラ　ム

講座内容

⑪ 材料費の金額
（一人当たり）

⑨ 受講料
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令和二年度公開講座実施計画書の留意事項

地域連携推進機構生涯学習推進部門　

りゅうい

入 力 す る 欄 留　 　意　 　　事　　 　　項

① 講 座 名 講座名を記入してください。（第○○回等は記入しない。）

② 講 座 の 種 類 該当するコースを　 　で囲んでください。

③ 受 講 対 象 者 「市民一般」、「○○関係者」等と具体的に記入してください。

④ 募 集 人 数 実態に即した人数を記入してください。

⑤ 修 了 証 の 発 行
受講者へ修了証を発行する予定がある場合については「要」とし、不要である
場合は「不要」としてください。

⑥ 共 催 な ど
主催は琉球大学となりますが、地域の自治体や教育委員会、民間企業等との
連携がある場合には、その種類（共催・後援等）と機関名を併せて記入してくだ
さい。また、共催・後援等の内容についても簡潔に記入してください。

⑦ 開 催 会 場
会場（教室）名を記入してください。サテライト配信を行う場合は、地域国際学
習センター301講義室または共通教育棟118教室と記入してください。

⑨ 受 講 料

別紙「単価表」に基づく受講料を記入してください。別紙「単価表」によらない
（一部免除若しくは加算する）場合には、その理由と希望する金額・根拠を記
入してください。全額免除（無料）を希望する場合は該当する免除理由をア）～
エ）から選択してください。ア）～エ）によらない場合はオ）を選択し、理由を備
考欄に記入してください。

ア）福祉・健康に関する講座
イ）福祉的配慮が必要な方を対象とする講座
ウ）児童・生徒を対象とする講座
エ）サテライトキャンパスを活用した講座
オ）その他（備考に理由を記入）

⑩ 材 料 費 等 の 徴 収
受講料以外に、受講者に負担いただく材料費等（当日使用する材料費、保険
料、バス借上料等）がありましたら、ご記入ください。

⑬ 講 座 開 設 の
趣 旨 ・ 内 容 等

開設する講座の目的や趣旨、主な内容について具体的に記入してください。
受講者が見て講座の内容が想起できるよう、わかりやすく、魅力的な記述をし
てください。

⑪ 担 当 講 師
氏名、所属、職名を記入してください。
複数の場合には代表者には○をつけてください。

⑭ プ ロ グ ラ ム 実施日、曜日、開催時間帯、講座内容、担当講師名を記入してください。

⑯ 必 要 経 費 希 望 額
の 積 算 内 訳

公開講座の実施に際し、購入が必要な物品や人件費等を記入してください
（個数や単価）。

⑰ 備 考

講座の受講に際し、受講者の負担となる経費（市販の資料や材料の購入費
等）や当日の服装、持参すべきものなどをご記入ください。なお、ケガなどの可
能性がある講座に関しては、実費負担によって保険加入する必要などを明記
してください。

※中期計画・年度計画に明記されていますように、公開講座等の大学開放事業の拡充が大学全体の方針
となっています。またその実施結果は評価の対象となります。特に募集定員と実際の参加状況、必要経費
と収入などの定量的結果、そしてアウトカム（成果）の公表と評価が、強く求められてきます。公開講座の計
画に当たっては、これらの点に十分留意してください。また、この実施計画書は地域連携推進機構運営会
議での検討資料となりますので、講座の趣旨・目的・内容や特色等については、できるだけ具体的に記述
してください。
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別表

5 時間以下 2,670 円

5 時間を越え 10 時間以下 3,180 円

10 時間を越え 15 時間以下 3,700 円

15 時間を越え 20 時間以下 4,210 円

20 時間を越え 25 時間以下 4,730 円

25 時間を越え 30 時間以下 5,240 円

30 時間を越え 35 時間以下 5,760 円

35 時間を越え 40 時間以下 6,270 円

40 時間を越え 45 時間以下 6,780 円

45 時間を越え 50 時間以下 7,300 円

50 時間を越え 55 時間以下 7,810 円

55 時間を越え 60 時間以下 8,330 円

60 時間を越え 65 時間以下 8,840 円

65 時間を越え 70 時間以下 9,360 円

70 時間を越え 75 時間以下 9,870 円

75 時間を越え 80 時間以下 10,380 円

80 時間を越え 85 時間以下 10,900 円

85 時間を越え 90 時間以下 11,410 円

90 時間を越え 95 時間以下 11,930 円

95 時間を越え 100 時間以下 12,440 円

１講座当たり時間数 公開講座講習料
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●一般向け講座

連番 新規・継続 提供学部
主任担当教員

※青いセルは新規教員
講座名 募集人数

受講料
※料金規程によらない金額

は赤字（無料は除く）
coc連携 対象者 受講者数 開催期間 会場 備考

1 継続 理学部 中川　鉄水（理学部　助教） 水素のチカラ～水素を作る、貯める、使うを体験しよう～ 30 無料 否 市民一般・学生 7 7月20日（土）／未定／未定
地域国際学習センター301講義室／サテライト

キャンパスのうち1～3か所を予定

2 継続 医学部 尾尻　義彦（医学部　助教） 楽楽ランニングで目指せ！NAHAマラソン完走！！ 80 無料 否 一般市民 28 4月27日（土）～12月7日（土）
講義：共通教育棟4号館103教室

実技：琉球大学構内道路及び周辺道路

3 新規 医学部 大湾　知子（医学部　准教授）
世界遺産登録へ向けた沖縄伝統空手の健康技・三戦と
尿失禁・頻尿に役立つ骨盤底筋訓練

70 無料 否 一般市民 71 4月28日（日） 那覇市三原区公民館

4 継続 国際地域創造学部
大島　順子（国際地域創造学部　准教
授）

やんばるで学ぶ世界自然遺産学習 20 3,180円 否
市民一般（高校生以上）、

教育関係者及び観光関連事業者
3 6月1日（土）

琉球大学「与那フィールド」及び国頭村内の森林
エリア

5 継続 国際地域創造学部
大島　順子（国際地域創造学部　准教
授）

やんばる山学校 20 3,180円 否 市民一般（中学生以上） 11月23日（土）、24日（日）
琉球大学「与那フィールド」及び国頭村内の森林

やダム周辺、海岸エリア

6 新規 人文社会学部 寺石　悦章（人文社会学部　教授） シュタイナー教育実践入門講座Ⅰ 20 3,180円 否 市民一般・教育関係者 18 6月15日（土）～8月20日（火） 文系講義棟106教室

7 新規 人文社会学部 寺石　悦章（人文社会学部　教授） シュタイナー教育実践入門講座Ⅱ 20 3,180円 否 市民一般・教育関係者 13 10月19日（土）～1月25日（土） 文系講義棟106教室

8 継続 教育学部
下地　敏洋
（大学院教育学研究科　教授）

老年学への招待－老年学を日常生活へ－ 25 無料 否 市民一般 11 6月22日（土）～7月6日（土） 教育学部棟103教室

9 継続 教育学部 松本　由香（教育学部　教授） オリジナル模様ワンピースづくりにトライ！ 6 3,700円 否 市民一般・学生 6 7月27日（土）、28日（日） 教育学部棟333教室

10 新規 教育学部 三枝崎　剛（教育学部　准教授） ルービックキューブのオリジナル解法 20
2,670円

（※中高生は無料）
否 市民一般、中・高生 1 7月27日（土） 教育学部本館106教室

11 継続 教育学部 三枝崎　剛（教育学部　准教授） 結び目の数学－ひもはほどけるか－ 20
2,670円

（※中高生は無料）
否 市民一般、中・高生 0 8月3日（土） 教育学部本館106教室 申込者ナシのため不開講

12 新規 理学部 傳田　哲郎（理学部　教授） 植物と動物のつながりを探る－イチジクの仲間を例に－ 15
3,180円

（※小中高生は無料）
否 市民一般（小中高校生も可） 4 8月3日（土） 理学部海洋自然科学科427教室

13 継続 理学部 前野　昌弘（理学部　准教授）他 ～物理の魅力を教えます2019～ 50 無料 否 小中高校生・一般 74 8月4日（日） 理系複合棟

14 継続 工学部 渡嘉敷　健（工学部　准教授） 音の体験教室 50
2,670円

（※高校生以下は無料）
否 市民一般 3 8月18日（日） 工学部2号館2階残響室・無響室

15 継続 理学部 中村　崇（理学部　准教授） 身近な海を楽しもう～サンゴ礁の生物塾～ 10
2,670円

（※小中高生は無料）
否

移動手段（自家用車）があり、終日参
加が可能な方
未成年の場合は小学生以上とし原則
保護者同伴での参加が可能な方

6 8月31日（土）
理学部528教室と野外

（大渡海岸もしくは裏真栄田海岸を予定）

16 継続 医学部 照屋　典子（医学部　助教） がん患者・家族を癒す緩和ケアの実際 50 無料 否 市民一般・患者・家族 50 9月7日（土） 沖縄赤十字病院3階会議室

17 新規 医学部 大湾　知子（医学部　准教授）
コンチネンス月間・コンチネンスデイ！
+めざせ！気持ちよく排泄できるコンチネンス

70 無料 否 一般市民 11月2日（土） 放送大学沖縄学習センター5階大講義室

18 新規 工学部 渡嘉敷　健（工学部　准教授） 沖縄の公害問題で考える平和学習 20 3,180円 可 市民一般 11月2日（土）～11月16日（土） 地域国際学習センター301講義室

19 継続 農学部 森山　克子（農学部　准教授）
働き盛りのための栄養講座・クッキングpart1～part3
～仕事の活力を増進させるニュートレ～

8～10 2,670円 否 30歳以上の男女 11月9日（土） 教育学部本館309教室、306教室（休職実習室）

20 継続 理学部 漢那　洋子（理学部　准教授）
理系女子・理系男子の世界
－進路選択とキャリア形成、生活と文化－

20 無料 否
一般

（高校・大学生、指導者・保護者も可）
未定 理系複合棟207講義室（仮）

21 継続 工学部 姜　東植（工学部　准教授） シニアのための健康サッカー講座 30 無料 否
40歳以上でサッカーにサ興味がある

方
8月14日（水）～3月27日（金） サッカーグラウンド

22 継続 地域連携推進機構
島袋　亮道
（地域連携推進機構　特命准教授）

IoTシステムセキュリティ実践講座 30 3,700円 否
情報セキュリティに関心がある社会

人、
学内外学生

7 7月20日（土）～2月15日（土） 地域創生総合研究棟１F　産学官交流フロア

23 継続 地域連携推進機構
畑中　寛
（地域連携推進機構　特命准教授）

政策立案能力基礎プログラム 20 ¥4,210 否
行政、企業、NPO、地域づくりを担う団

体、学生、起業家など
1 6月29日（土）～8月9日（金） 地域国際学習センター301講義室

一般向けコース：２３講座

２０１９年度　公開講座一覧

別紙5
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●専門職向けコース

連番 新規・継続 提供学部
主任担当教員

※青いセルは新規教員
講座名 募集人数

受講料
※料金規程によらない金額

は赤字（無料は除く）
coc連携 対象者 受講者数 開催期間 会場 備考

1 継続 工学部
比嘉　晃（工学部工学科電子情報通
信コース　教授）

第二種電気工事士試験対策講習（筆記・上期） 40
\3,700

（大学生は\1,850）
否

市民一般並びに
工学系大学生

32 4月27日（土）～6月1日（土） 琉球大学工学部4号館111室

2 継続 工学部
比嘉　晃（工学部工学科電子情報通
信コース　教授）

第二種電気工事士試験対策講習（技能・上期） 20
\4,730

（大学生は\2,365）
否

市民一般並びに
工学系大学生

33 6月8日（土）～7月20日（土） 琉球大学工学部2号館226室（電気基礎実験室）

3 継続 工学部
比嘉　晃（工学部工学科電子情報通
信コース　教授）

第二種電気工事士試験対策講習（筆記・下期） 20
\3,700

（大学生は\1,850）
否

市民一般並びに
工学系大学生

16 8月31日（土）～9月28日（土） 琉球大学工学部4号館111室

4 継続 工学部
比嘉　晃（工学部工学科電子情報通
信コース　教授）

第二種電気工事士試験対策講習（技能・下期） 20
\4,730

（大学生は\2,365）
否

市民一般並びに
工学系大学生

10月12日（土）～11月30日(土） 琉球大学工学部2号館226室（電気基礎実験室）

5 継続 医学部
遠藤　由美子（医学部保健学科　准教
授）

看護職の研究力アップ講座 30 ¥2,670 否
臨床看護研究を実施予定または実施

中の看護職
6 6月22日（土）～1月25日（土） 琉球大学医学部保健学科棟213室（2階）

6 継続 工学部
渡嘉敷　健（工学部工学科建築学コー
ス　准教授）

ホールマネージメント 10 ¥3,180 否
ホール技術者
及び一般市民

4 10月5日（土）～10月19日（土）
琉球大学工学部２号館２Ｆ残響室・無響室・小会

議室

7 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

心理リハビリテイション・ボランティア養成講座 50 無料 可
教育・福祉・医療従事者、障がい児

（者）の家族、学生等
52 4月27日（土） 琉球大学大学会館３階特別会議室

宮古島サテライトキャンパス：13名
石垣島サテライトキャンパス：17名

8 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

心理リハビリテイション（動作法）Ⅰ
（有料）５人
（無料）10人

¥5,240 否
（有料）教育・福祉・医療従事者

（無料）障がい者とその家族
10 5月13日（月）～7月8日（月） 琉球大学保健管理センター

9 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

心理リハビリテイション（動作法）Ⅱ
（有料）５人
（無料）10人

¥4,730 否
（有料）教育・福祉・医療従事者

（無料）障がい者とその家族
9月30日（月）～12月9日（月） 琉球大学保健管理センター

10 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

心理リハビリテイション（動作法）キャンプ in 石垣島
（有料）10人
（無料）20人

¥3,700 否
（有料）教育・福祉・医療従事者

（無料）障がい者とその家族
48 7月13日（土）～14日(日） NPO法人ちゅらハウス

11 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

心理リハビリテイション（動作法）キャンプ in 宮古島
（有料）12人
（無料）30人

¥3,700 否
（有料）教育・福祉・医療従事者

（無料）障がい者とその家族
10 7月24日（水）～26日（金） 沖縄県立宮古特別支援学校

12 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

自立活動に生かす心理リハビリテイション（動作法）
出前講座　in 那覇特別支援学校

20 無料 否 特別支援学校教員、児童生徒 23 5月10日（金）～2月14日（金） 沖縄県立那覇特別支援学校

13 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

自立活動に生かす心理リハビリテイション（動作法）
出前講座　in 泡瀬特別支援学校

20 無料 否 特別支援学校教員、児童生徒 32 8月29日（木）～9月20日（金） 沖縄県立泡瀬特別支援学校

14 継続 保健管理センター
古川　卓（グローバル教育支援機構
保健管理部門教授）

自立活動に生かす心理リハビリテイション（動作法）
出前講座　in 鏡が丘特別支援学校

20 無料 否 特別支援学校教員、児童生徒 9月27日（金）～1月17日（金） 沖縄県立鏡が丘特別支援学校

専門職向けコース：１４講座
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●子ども向けコース

連番 新規・継続 提供学部
主任担当教員

※青いセルは新規教員
講座名 募集人数

受講料
※料金規程によらない金額

は赤字（無料は除く）
coc連携 対象者 受講者数 開催期間 会場 備考

1 継続 教育学部
岡田　恵美 （教育学部音楽教育講座
准教授）

〈ものづくりと音楽体験〉
 3Dプリンタを用いた楽器作りとアンサンブル体験！

15 無料 否
主に小学校高学年・中学生

（保護者の参加可）
13 8月3日（土）

琉球大学教育学部教育実践棟
実践指導室AB室

2 継続 工学部
比嘉　広樹（工学部工学科電気システ
ム工学コース　教授）

ロボットをつくろう 10 無料 否 中学生 10 8月4日（日）
琉球大学工学部3号館
305コンピュータ実習室

3 継続 教育学部
三輪　一義（教育学部生涯健康教育
コース　教授）

児童・生徒・指導者のためのハンドボール教室 200 無料 否 ハンドボール愛好者 4月7日(土）～3月10日（日） 琉球大学第一体育館

4 継続 理学部
中川 鉄水（理学部 海洋自然科学科
化学系 助教）

身近な化学 Part① 30 無料 否 高校生以下 28 7月27日（土）
琉球大学

地域国際学習センター301講義室

5 継続 理学部
中川 鉄水（理学部 海洋自然科学科
化学系 助教）

身近な化学 Part② 30 無料 否 高校生以下 未定（2月予定）
琉球大学

地域国際学習センター301講義室

6 継続 教育学部
岡本　牧子　(教育学部技術教育専修
准教授)

新聞記者体験　-エネルギーってなんだろう？- 20 無料 否 小学4～6年生とその保護者 5 7月20日（土）～21日(日） 琉球大学教育学部本館101教室

7 継続 教育学部
清水　洋一（教育学部技術教育教室
教授）

おもちゃ作りを通して学ぶ地球温暖化防止親子講座
10組
(20人)

無料 否 小学校4～6年生（保護者同伴のこと） 18 7月21日（日） 琉球大学教育学部102教室

8 継続 工学部
金城　光永（工学部工学科 電子情報
通信コース 　准教授）

電子工作教室（ミニ四駆とLEDを題材に） 12 無料 否 小学5・6年生（保護者同伴のこと） 12 7月21日（日）
琉球大学工学部2号館226教室（電気基礎実験

室）・217-2（ものラボ）

9 継続 工学部
勢理客　勝則（工学部技術部 技術職
員）

夏休み工作教室　－　ホバークラフト 10 無料 否 小学校1～3年生（保護者同伴のこと） 7 7月27日（土）
琉球大学工学部2号館

226教室（電気基礎実験室）

10 継続 工学部
淵脇　秀晃（工学部技術部　技術専門
職員）

夏休み工作教室　－　折り紙建築 8 無料 否 小学5・6年生（保護者同伴のこと） 6 7月27日（土） 琉球大学工学部2号館2階技術部室

11 継続 工学部
宮城　紀良（工学部技術部　技術専門
職員）

夏休み工作教室　－　固形燃料で走る船 14 無料 否 小学5・6年生（保護者同伴のこと） 10 7月27日（土）
琉球大学工学部1号館
1-122室（学生学習室）

12 継続 工学部
山下　大輔（工学部技術部　技術職
員）

夏休み工作教室　－　電子回路の製作 12 無料 否 小学校4～6年生（保護者同伴のこと） 11 7月27日（土）
琉球大学工学部2号館

226室（電気基礎実験室）

13 継続 工学部
渡慶次　高也（工学部技術部　技術職
員）

夏休み工作教室　－　電気工事を体験しよう（小学生対象コース） 10 無料 否 小学校4～6年生（保護者同伴のこと） 10 7月27日（土）
琉球大学工学部2号館
118室（電力実験室）

14 継続 工学部
渡慶次　高也（工学部技術部　技術職
員）

夏休み工作教室　－　電気工事を体験しよう（中学生対象コース） 10 無料 否 中学生 8 8月3日（土）
琉球大学工学部2号館
118室（電力実験室）

15 継続 工学部
翁長　竜盛（工学部技術部　技術職
員）

夏休み工作教室　－　デスクトップPC組み立て・LANケーブル作製体験 8 無料 否 中学生 6 7月27日（土）
琉球大学工学部2号館
217-2号室（ものラボ）

16 継続 工学部
山下　大輔（工学部技術部　技術職
員）

夏休み工作教室　－　ミラクル万華鏡 10 無料 否 小学校1～3年生（保護者同伴のこと） 10 8月3日（土）
琉球大学工学部2号館

226室（電気基礎実験室）

17 継続 工学部
大城　成栄（工学部技術部　技術専門
職員）

夏休み工作教室　－　合金を溶かして風鈴づくり 8 無料 否 小学5・6年生（保護者同伴のこと） 7 8月3日（土） 琉球大学工学部附属工作工場内

18 継続 工学部
勢理客　勝則（工学部技術部 技術職
員）

夏休み工作教室  － まわりつづけるコマ 10 無料 否 小学校4～6年生（保護者同伴のこと） 7 8月3日（土）
琉球大学工学部2号館

226室（電気基礎実験室）

19 新規 教育学部
濱田　栄作（教育学部理科教育専修
准教授）

はじめてのプログラミング体験 5 無料 否 小学5・6年生（保護者同伴のこと） 10月27日（日） 琉球大学教育学部棟4階422教室

20 継続 工学部
渡慶次　高也（工学部技術部　技術職
員）

ものラボでものづくり！クリスマスイルミネーション工作教室 8 無料 否 小学校4～6年生（保護者同伴のこと） 12月14日（土）
琉球大学工学部2号館
217-2号室（ものラボ）

21 新規 教育学部
濱田　栄作（教育学部理科教育専修
准教授）

クリスマスサイエンスレクチャー 16 無料 否 小学5・6年生および中学生 12月21日（土） 琉球大学教育学部棟4階422教室

22 継続 理学部
前野　昌弘（理学部物質地球科学科
物理系准教授）

琉大生による理科実験教室 100 無料 否 小中高校生・一般 12月26日（木） 琉球大学理系複合棟

23 継続 教育学部 笹澤　吉明（教育学部　准教授） 琉大生がサッカーと勉強を教えます！ 100 ¥2,000 否 小学生 6月～3月
琉球大学サッカー場（雨天時第一体育館）及び

講義室

子ども向けコース：２３講座
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別紙６ 

【【ＮＮＥＥＷＷ】】  

Q.材料費等とは？どのように徴収するのか？

→受講料以外に受講者に負担いただく材料費、保険料、バス借上料、宿泊費等

ございましたら記入してください。内訳につきましては、できるだけ具体的に

記述してください。令和元年度より材料費等の現金徴収は行わず、受講料と合

わせて口座振り込みを予定しております。 

Q.受講料はどのように設定するのか？無料と有料の違いは？

→別表の「受講料」単価表および類似講座の参加状況、講座の内容・対象をふ

まえ、該当する金額を記入してください。最終的には、地域連携推進機構運営

会議での審議を経て正式に決定されますので、「受講料」単価表に拠らない金

額を設定する場合には、金額設定の理由も記入してください。 

 

Q.学外の方を講座の担当講師としても良いか？

→琉球大学に蓄積された教育・研究機能の開放に必要な場合に限り、学外講師

を含めたプログラム構成とすることも可能です。ただし、講師謝金は支払い可

能ですが、旅費の支給はできません。 

 なお、特別な理由により旅費が不可欠となるご計画の場合には（離島や県外

講師の招聘など）、事前に担当までご相談ください。 

Q.講座の申し込み先は？

→受講者の申し込み受付のみの場合は地域連携推進係にて行いますが、受付時

に受講者への事前説明などのやりとりが必要な場合には、受付業務を担当講師

ご本人にしていただくことも可能です。その場合には、窓口となる担当者のお

名前を明示してください。 
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別紙６ 

Q.講座の受付期間は？

→講座の受付期間は原則として１ヶ月前からとなりますが、早めの受付をお望

みの場合はその旨を備考欄にお書き下さい。 

Q.どのようなものが必要経費として申請できるのか？

→公開講座の実施・運営に必要な消耗品の他、講座の実施補助に必要な学生ア

ルバイト料などの申請が可能です。消耗品の購入及びアルバイトを雇用する場

合は、講座開始の１ヶ月前までに担当にご相談ください。 

Q.１講座当たりの必要経費に上限はあるのか？

→基本的にはありません。講座の運営に適切と思われる必要最小限の計上を計

上し、その範囲内での開講をお願いします。なお、申請額が適切でないと判断

された場合は減額または講座の開講をお断りする場合がございますので必要経

費の積算については適正な方法でお願いします。 

Q.保険についてどのように対応するのか？

→公開講座の受講に係る保険については、原則として受講者各自で加入するこ

とをお願いしています。ただし、スポーツを扱う継続的な講座については保険

加入を希望する受講者から保険料を徴収し、本学から保険料を支払うことが可

能です。（その場合については、申込み及び受講料・保険料の入金締切日を２

週間前とします。） 

スポーツ以外の講座で保険加入が必要な講座については講座の募集要項に

「必ず保険加入をすること」という文言を明記し、受講者各自に保険加入を義

務付けさせていただきます。 

Q.学外で実施する場合の手続きはどうすればいいのか？

→施設の予約および調整などは担当講師自身で行って下さい。ただし、施設使

用料が発生する場合については事前に担当までご相談下さい。 
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別紙６ 

Q.公開講座を担当したら謝金はもらえるのか？

→法人化以降、公開講座は大学の本務と位置づけられているため、謝金を支給

することはできません(学外講師に関しては支給可)。 

ただし、講座が勤務時間内(8:30～17:15)を超える場合および土日・祝祭日に

開催される場合には超過勤務または勤務振替の処理の対応を部局にお願いして

おります。なお、上記の処理のためには公開講座の実施済報告書の提出が必要

となりますので、講義終了後速やかに担当まで提出をお願いいたします。 

その他ご質問等がございましたら 

下記担当までお気軽にご相談ください。 

総合企画戦略部 地域連携推進課 宮平 

内線(８０１９) 

E-mail：chikiren@acs.u-ryukyu.ac.jp

なお、講座の開講にあたりましては、資源の効果的利用（省資源、省エネ、節

水、リサイクル等）に努め、ＣＯ２排出削減、廃棄物排出量削減、ペーパレス

化に取り組む等、環境にご配慮くださいますようお願いいたします。
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学 内 地 連 第 号

令和 元年  月 日

グローバル教育支援機構長

井 上 　 章 二 殿

 地域連携推進機構長

 牛窪  潔  

 （公印省略）

大学開放事業等への協力について（依頼）

 平素より地域連携推進機構の運営にご理解ご協力いただき誠にありがとうございま

す。本機構は、引き続き公開講座・公開授業及び琉球大学サテライトキャンパスの運営

を行うこととしております。

 さて、本機構では本年度も 67 の公開講座を実施しており、昨年度は 101 講座、

2,786 人の受講者を受入れてきました。また、平成 15 年度より、旧大学教育センタ

ーの協力をいただいており、本学の正規の授業科目を公開授業として開放し、同年

55 科目の提供を始め、昨年度には、 116 科目 265 人の受講生を受け入れているとこ

ろです。併せて、平成３０年１２月１１日付、学 内 地 連 第 3 5 7 号にてご依頼さし

あげた標記のことについて、今年度は 85 科目の提供をいただきました。  
また、昨年度にはサテライトキャンパスへのビデオ会議システムを活用した、公開講

座等の配信及び出前講座を延べ 30 回実施し、地域の学び直しの充実強化に努めており

ます。

一方で、昨今の大学改革においては、平成 16 年度の国立大学法人化後、大学の第 3
の使命として「地域貢献」が位置付けられました。また、平成 29 年度 8 月末の概算要

求時においては、本学は、重点支援①として、主として、人材育成や地域課題を解決す

る取組などを通じて地域に貢献する取組等を第 3 期の機能強化の中核とする国立大学

法人として位置付けられたところです。

 そのような中、今後、地域連携推進機構では、第３期に掲げた中期目標・計画の着実

な推進と、教育・研究成果の地域への更なる還元及び地域を志向した大学となるよう努

めてまいりますので、貴機構におかれましては、下記の事項について、格別なるご協力

をいただきたく、お願い申し上げます。

記

１．  本学共通教育科目において、より多くの科目が、公開授業の対象となるよう、

貴機構から各教員へ、積極的な公開授業への登録の協力要請をお願いしたい。特

に、プロフェッサー・オブ・ザ・イヤーを受賞した教員の講義等、より広く一般

の方に開放した方が良い講義等への積極的な要請をお願いしたい。※ 2019 年度

公開授業一覧は別添（別紙１）のとおり。

２．上記１で協力いただける公開授業の中で、より多くの講義を琉球大学サテライト

キャンパスへ配信するためにも、希望する科目については、同機器が設置されて

いる講義室（共通教育棟 1-118）を優先的に利用できるよう、配慮をお願いした

い。※琉球大学サテライトキャンパス及びサテライト教育システムの概要は別

添（別紙２）のとおり。

【本件担当】

総合企画戦略部地域連携推進課

地域連携推進係 宮平

内線： 8019 

資 料 2
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別紙1

授業
番号

分類 授業科目名 学期
曜日
時限

開講学部 担当教員 担当教員の所属学部･学科等

1 共通教育等科目 平和論 前学期 火4 人文社会学部 阿部　小涼　他 人文社会学部国際法政学科　教授　他

2 共通教育等科目 人間観と教育 前学期 月3 人文社会学部 寺石　悦章 人文社会学部人間社会学科　教授

3 共通教育等科目 人間関係論 前学期 月1 人文社会学部 田中　寛二 人文社会学部人間社会学科　准教授

4 共通教育等科目 インテンシブフランス語 前学期 火2、金2 国際地域創造学部 デルバール・フランク　他 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授　他

5 共通教育等科目 スペイン語入門Ⅰ 前学期 水2 国際地域創造学部 鈴木　正士 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

6 共通教育等科目 インテンシブスペイン語Ⅰ 前学期 火2、金2 国際地域創造学部 福地　恭子　他 国際地域創造学部国際地域創造学科　講師　他

7 共通教育等科目 物理学入門Ⅰ 前学期 火2、金2 理学部 安田　千寿 理学部物質地球科学科　准教授

8 共通教育等科目 物理学Ⅰ 前学期 金2 理学部 稲岡　毅 理学部物質地球科学科　教授

9 共通教育等科目 天体観測を通して学ぶ宇宙 前学期 集中講義 理学部 松本　剛 理学部物質地球科学科　教授

10 共通教育等科目 海洋の科学 前学期 水7 理学部 松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

11 共通教育等科目 海洋の科学 前学期 火1 理学部 松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

12 共通教育等科目 化学Ⅰ 前学期 月5 理学部 漢那　洋子 理学部海洋自然科学科　准教授

13 共通教育等科目 環境エネルギー計画 前学期 木5 工学部 堤　純一郎 工学部工学科　教授

14 共通教育等科目 海外キャリア形成入門 前学期 集中講義 グローバル教育支援機構 金城　和光 グローバル教育支援機構　非常勤講師

15 共通教育等科目 地域企業(自治体）お題解決プログラム 前学期 火5 共通教育等科目キャリア関係科松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

16 専門教育科目 琉球史概論Ⅰ 前学期 月2 人文社会学部 豊見山　和行 人文社会学部琉球アジア文化学科　教授

17 専門教育科目 基礎労働法 前学期 火4 人文社会学部 戸谷　義治 人文社会学部国際法政学科　准教授

18 専門教育科目 カウンセリング演習 前学期 木1 人文社会学部 田中　寛二 人文社会学部人間社会学科　准教授

19 専門教育科目 エコツーリズム論・基礎 前学期 木3 国際地域創造学部 大島　順子 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

20 専門教育科目 広告論 前学期 月2 国際地域創造学部 王　怡人 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

21 専門教育科目 観光マネジメント論 前学期 月5、木5 国際地域創造学部 桑原　浩 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

22 専門教育科目 経済学概論 前学期 木2 国際地域創造学部 越野 泰成 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

23 専門教育科目 口頭英語表現Ⅰ（英語スピーチ） 前学期 月3 国際地域創造学部 宮平　勝行 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

24 専門教育科目 社会人類学概論Ⅰ 前学期 木5 国際地域創造学部 稲村　務　 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

25 専門教育科目 フランス語表現Ⅰ 前学期 月3 法文学部 デルバール・フランク 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

26 専門教育科目 実務フランス語Ⅰ 前学期 金3 法文学部 デルバール・フランク 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

27 専門教育科目 理科教育法Ａ［１組］ 前学期 木6 教育学部 吉田　安規良 大学院教育学研究科　教授

28 専門教育科目 授業技術 前学期 月5 教育学部 吉田　安規良 大学院教育学研究科　教授

29 専門教育科目 生活科教育研究 前学期 火5 教育学部 白尾　裕志 大学院教育学研究科　教授

30 専門教育科目 熱力学 前学期 金4 理学部 前野　昌弘 理学部物質地球科学科　准教授　

31 専門教育科目 物理数学Ⅰ 前学期 木2 理学部 稲岡　毅 理学部物質地球科学科　教授　

32 専門教育科目 海洋地質学 前学期 月3 理学部 古川　雅英 理学部物質地球科学科　教授　

33 専門教育科目 物理化学Ⅱ 前学期 火3 理学部 漢那　洋子 理学部海洋自然科学科　准教授

34 専門教育科目 熱帯生物科学概論 前学期 火5 理学部 山崎　秀雄　他 理学部海洋自然科学科　教授　他

35 専門教育科目 フィジカルアセスメント 前学期 金3～4 医学部 眞榮城　千夏子　他 医学部保健学科　講師　他

36 専門教育科目 生態学・環境学 前学期 木1 農学部 辻　瑞樹 農学部亜熱帯農林環境科学科　教授

37 専門教育科目 作物学 前学期 水2 農学部 諏訪　竜一 農学部亜熱帯農林環境科学科　准教授

38 専門教育科目 土壌環境科学 前学期 金3 農学部 金城　和俊 農学部亜熱帯農林環境科学科　准教授

39 専門教育科目 森林微生物学 前学期 水2 農学部 亀山　統一 農学部亜熱帯農林環境科学科　助教

40 共通教育等科目 平和論 後学期 火4 人文社会学部 阿部　小涼　他 人文社会学部国際法政学科　教授　他

41 共通教育等科目 心の科学 後学期 月1 人文社会学部 田中　寛二 人文社会学部人間社会学科　准教授

42 共通教育等科目 環境と文学 後学期 火2 国際地域創造学部 山城　新　 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

43 共通教育等科目 インテンシブフランス語Ⅱ 後学期 火2、金2 国際地域創造学部 デルバール・フランク　他 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授　他

44 共通教育等科目 インテンシブスペイン語Ⅱ 後学期 火2、金2 国際地域創造学部 福地　恭子　他 国際地域創造学部国際地域創造学科　講師　他

45 共通教育等科目 人間と物理学 後学期 水2 理学部 與儀　護 理学部物質地球科学科　准教授　

46 共通教育等科目 物理学入門Ⅱ 後学期 火2 理学部 安田　千寿 理学部物質地球科学科　准教授　

47 共通教育等科目 物理学Ⅱ 後学期 金2 理学部 稲岡　毅 理学部物質地球科学科　教授　

２０１９年度公開授業一覧
※黄色セルはサテライト配信予定
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別紙1

授業
番号

分類 授業科目名 学期
曜日
時限

開講学部 担当教員 担当教員の所属学部･学科等

48 共通教育等科目 琉球の自然保護 後学期 木5 理学部 横田　昌嗣　他 理学部海洋自然科学科　教授　他

49 共通教育等科目 環境影響評価概論 後学期 月5 工学部 堤　純一郎 工学部工学科　教授

50 共通教育等科目 教育政策史 後学期 火2 地域連携推進機構 柴田　聡 地域連携推進機構　准教授

51 共通教育等科目 フランス語会話入門Ⅱ 後学期 火3 共通教育等科目外国語科目 デルバール・フランク 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

52 共通教育等科目 キャリアデザインとジェンダー 後学期 木7 共通教育等科目キャリア関係科喜納　育江　他 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授　他

53 共通教育等科目 地域企業(自治体）お題解決プログラム 後学期 火5 共通教育等科目キャリア関係科松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

54 共通教育等科目
琉大特色・地域創生特別講義Ⅸ

（星空案内人養成講座）
後学期 集中講義 共通教育等科目琉大特色・地域創生科松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

55 共通教育等科目
琉大特色・地域創生特別講義Ⅱ
 「政策立案能力強化プログラム」

後学期 集中講義 共通教育等科目琉大特色・地域創生科島袋　純　他 教育学部社会科教育学科　教授　他

56 共通教育等科目
総合特別講義Ⅴ「ソーシャルキャピタル

構築講座（島マス記念塾 in 琉大）」
後学期 土3～5 共通教育等科目総合科目 本村　真　他 人文社会学部人間社会学科　教授　他

57 共通教育等科目
総合特別講義Ⅵ

「クラウドファンディング実践講座」
後学期 土3～5 共通教育等科目総合科目 畑中　寛 地域連携推進機構　特命准教授

58 共通教育等科目
総合特別講義Ⅷ

「ファシリテーションの技法と地域振興」
後学期 土3～5 共通教育等科目総合科目 畑中　寛 地域連携推進機構　特命准教授

59 共通教育等科目
総合特別講義Ⅸ 「地域円卓会議

マネジメントの技法と実践」
後学期 土3～5 共通教育等科目総合科目 畑中　寛 地域連携推進機構　特命准教授

60 専門教育科目 応用労働法 後学期 火4 人文社会学部 戸谷　義治 人文社会学部国際法政学科　准教授

61 専門教育科目 琉球史概論Ⅱ 後学期 木2 人文社会学部 大浜　郁子 人文社会学部琉球アジア文化学科　准教授

62 専門教育科目 非行と犯罪の心理学 後学期 金1 人文社会学部 田中　寛二 人文社会学部人間社会学科　准教授

63 専門教育科目 観光地における観光教育 後学期 金2 国際地域創造学部 大島　順子 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

64 専門教育科目 マーケティング入門 後学期 火6 国際地域創造学部 王　怡人 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

65 専門教育科目 社会科学のためのゲーム論入門 後学期 水6 国際地域創造学部 堀　勝彦 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

66 専門教育科目 口頭英語表現Ⅱ（英語ディベート） 後学期 木5 国際地域創造学部 宮平　勝行 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

67 専門教育科目 現代イギリス文学 後学期 木4 国際地域創造学部 石川　隆士 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

68 専門教育科目
経済政策特殊講義Ⅳ

「社会的インパクト投資概論」
後学期 集中講義 法文学部 高畑　明尚 国際地域創造学部国際地域創造学科　教授

69 専門教育科目 フランス文化研究Ⅲ 後学期 金5 法文学部 デルバール・フランク 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

70 専門教育科目 フランス語表現法Ⅱ 後学期 金4 法文学部 デルバール・フランク 国際地域創造学部国際地域創造学科　准教授

71 専門教育科目 物理数学Ⅳ 後学期 水2 理学部 稲岡　毅 理学部物質地球科学科　教授　

72 専門教育科目 天文学序説 後学期 火3 理学部 松本　剛 理学部物質地球科学科　教授　

73 専門教育科目 物理化学Ⅳ 後学期 火1 理学部 漢那　洋子 理学部海洋自然科学科　准教授

74 専門教育科目 物性物理化学 後学期 火2 理学部 玉城　喜章 理学部海洋自然科学科　准教授

75 専門教育科目 熱帯生物生産学概論 後学期 火5 理学部 池田　譲　他 理学部海洋自然科学科　教授　他

76 専門教育科目 確率及び統計 後学期 水1 工学部 小野　尋子 工学部工学科　准教授

77 専門教育科目 画像処理 後学期 木3 工学部 長山　格 工学部工学科　准教授

78 専門教育科目 緩和ケア特論 後学期 木5 医学部 照屋　典子 医学部保健学科　助教

79 専門教育科目 緩和ケア特別演習 後学期 木6 医学部 照屋　典子 医学部保健学科　助教

80 専門教育科目 生活援助看護技術Ⅰ 後学期 集中講義 医学部 豊里　竹彦　他 医学部保健学科　教授　他

81 専門教育科目 進化生態学 後学期 水1 農学部 辻　瑞樹　 農学部亜熱帯農林環境科学科　教授

82 専門教育科目 熱帯エネルギー作物学 後学期 木2 農学部 諏訪　竜一 農学部亜熱帯農林環境科学科　准教授

83 専門教育科目 環境土壌学 後学期 金1 農学部 金城　和俊 農学部亜熱帯農林環境科学科　准教授

84 専門教育科目 森林保護学 後学期 木3 農学部 亀山　統一 農学部亜熱帯農林環境科学科　助教

85 専門教育科目 教育の社会史 後学期 火4 地域連携推進機構 背戸　博史 地域連携推進機構　教授
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琉球大学サテライトキャンパスについて

那覇キャンパス 宮古島キャンパス

石垣キャンパス

１ 琉球大学サテライトキャンパス
琉球大学では、自治体と連携・協力し地域を志向した教育・研究・社会貢献、地域の

再生・活性化の拠点となる大学の形成を目的とした「地（知）の拠点整備事業」（文部
科学省) に申請し、「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）（以降「ちゅら島事業」
という）」事業が平成２５年度に採択されました。
ちゅら島事業では、県内の島嶼部を含む複数の地域に琉球大学サテライトキャンパスを設

置し、「能力強化プログラム（自治体職員の政策形成能力強化等）」や「学び直しの機会拡
充プログラム（公開講座等の実施）」を提供することで、地域との共同による地域人材の育
成を推進し、大学と地域がより結びついた学びのコミュニティモデルの構築を推進すること
を目指して平成２５年度から平成２７年度にかけて以下の６カ所の施設内に「琉球大学サテ
ライト キャンパス」を設置しました。

（１）那覇キャンパス ：那覇市牧志駅前ほしぞら公民館（那覇市安里２丁目１番１号）
（２）宮古島キャンパス：宮古島市未来創造センター（宮古島市平良字東仲宗根８０７番地）
（３）石垣キャンパス ：石垣市立図書館（石垣市浜崎町１丁目１番地）
（４）久米島キャンパス：久米島町具志川農村環境改善センター（久米島町字仲泊７３０番地）
（５）国頭キャンパス ：国頭村民ふれあいセンター（国頭村辺土名112）
（６）大宜味キャンパス：大宜味村農村活性化センター（大宜味村字根路銘1373）

２ サテライト教育システム（別添１）
琉球大学サテライトキャンパスには、当該サテライトキャンパスと本学（地域国際学習

センター３０１講義室及び共通教育棟１１８教室）とをインターネットを活用してつなぐ
「サテライト教育システム（ビデオ会議システム）」を設置しました。これにより、琉球
大学主催の公開講座や公開授業、シンポジウム等を各サテライトへライブ配信したり、
本学と各サテライトとの双方向でのやりとりが可能です。

３ 琉球大学サテライトキャンパスの活用（別添２）
２０１９年度は、本学の公開講座及び公開授業の一部を各サテライトキャンパスへ

配信しました。

（配信コンテンツ）
・公開授業「海洋の科学（理学部）」 等
・公開講座「沖縄の公害問題で考える平和学習」 等

久米島キャンパス

国頭キャンパス 大宜味キャンパス

琉大と地域を結ぶサテライトキャンパス

別紙２
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地域国際学習センター
301講義室

MCU
TV会議端末

多地点同時接続装置
(MCU)

ｶﾒﾗ/ﾓﾆﾀ-

ﾙｰﾀｰ(有線/ﾜｲﾔﾚｽ)

凡例

総合情報処理センター

ﾙｰﾀｰ(有線)

共通教育棟
1-118教室

サテライト教育システム構成概略図

牧志駅前ほしぞら公民館と
大学教育センターの
2箇所同時通信の様子

那覇市牧志駅前
ほしぞら公民館

石垣市立図書館

琉球大学

別添１

宮古島市未来創造センター

モバイル

※光回線のある講義室等

久米島町
具志川農村環境改善センター

国頭村民ふれあいセンター

大宜味村農村活性化センター

名桜大学

閉域型ＶＰＮ
（フレッツ・ＶＰＮ ワイド）

※国頭キャンパスのみＡＤＳＬ回線

審議５┃5 / 6 57 / 78



 
 
 
 

琉球大学における正規の授業を一般市民に公開すること 

に関する申合せ 

 

 
平 成 2 9 年 1 2 月 1 9 日 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育支援機構会議 

 

 
この申合せは，琉球大学の正規の授業を一般市民に公開すること（以下「授

業の公開」という。）に関し必要な事項を定める。 

 

1  授業の公開は，正規の授業の「共通教育等科目」及び「専門教育科目

」のうち，担当教員が申し出たもの（以下「公開授業」という。）につ

いて行う。 

 

2  公開授業を聴講できる一般市民の定員は，若干名とする。なお，聴講

する一般市民を募集する際は，「本学の学生のみで教室の収容定員を超

える場合は，聴講できないことがある。」旨を明記する。 

 

3  公開授業とする授業科目については，時間割又はシラバスへの記載あ

るいはその他の方法により事前に学生へ周知する。 

 

4  公開授業を聴講する一般市民への単位の認定は行わない。 

 

5  公開授業は，公開講座の位置づけとし，企画・運営等は地域連携推進

機構がグローバル教育支援機構と連携して実施する。 

 

6  この申合せの改廃は，グローバル教育支援機構会議の議を経てグロー

バル教育支援機構長が行う。 

 

 

附 則 

１ この申合せは，平成29年12月19日から実施する。 

２ 正規の授業を一般市民に公開することに関する申合せ（平成１４年１

月２２日全学教育委員会決定）は，廃止する。 
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タイトルの変更

タグの追加＋タグから検索可能に

琉球大学研究技術＆
SDGs事例マッチングサイト

各シーズにタグを表示（複数表示が可能）

令和元年11月8日産学官連携部門会議 承認
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公式HP：トップページ

公式HP：SDGsの
取組について

琉球大学研究技術＆
SDGs事例マッチング
サイト

琉球大学公式ホームページからのリンク
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※公式 HP、産学官連携部門 HP、学内広報にて掲載中

第 43 回 沖縄の産業まつりに参加 

第 43回「沖縄の産業まつり」が 10月 25日(金)～27日(日)の 3日間、那覇

市の奥武山公園と県立武道館で開催され、「うちなーの 未来をつくる 県産

品」をテーマに、6つの会場で多くの企業や団体、個人が出展しました。  

琉球大学は、県立武道館において、沖縄産学官イノベーション創出協議会の

参加機関として、パネル展示（ミニ・オープンラボ）を実施しました。 

パネル展示では、下記のとおり出展を行いました。 

① 荒川 雅志 教授(国際地域創造学部)

【テーマ】「沖縄コーヒー」の 6次産業化ブランド構築事業～1次産業の底上げ

と新たなツーリズムの創造～ 

【内 容】県産コーヒーの栽培拡大とブランド化を目的とした沖縄コーヒー協 

会との産学官連携プロジェクト取組紹介 

② 瀬名波 出 教授(工学部)

【テーマ】新次元に突入する水産業～流れが CO2を資源に変える～

【内 容】AI＋IoTを組み合わせる新次元の海藻養殖システムを構築し、温暖

化ガス(CO2)を有効資源として活かす炭素回生サイクル構築の紹介 

③ 渡嘉敷 健 准教授(工学部)

【テーマ】沖縄県内コンクリート住宅内部騒音対策及び金属屋根の降雨低減

実験の紹介 

【内 容】コンクリ―ト住宅内部の音問題を解決する材料や構法の紹介 

④ 研究基盤センター

【テーマ】大学の研究機器を利用してみませんか？

【内 容】研究基盤センターが提供している学外向けサービス（受託試験、学

外ユーザー分析、セミナー、液体窒素供給（教育機関限定））紹介 

⑤地域連携推進機構 産学官連携部門

【テーマ】1.「琉球大学ブランド商品開発支援事業」商品紹介

2.「イノベーション創出人材育成事業」事業紹介

【内 容】1.平成 28年度から実施する当該事業の支援で開発された 6商品の 

紹介および今年度の開発商品の試食 

2.起業家支援を行う事業の取組紹介および事業にて支援を行って

いる起業家の紹介

※詳細・ポスターデータについては、下記リンク先にて確認が可能です。

産学部門 HP：https://iicc.skr.u-ryukyu.ac.jp/news/1587.php

令和元年11月8日産学官連携部門会議 承認
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※公式 HP、産学官連携部門 HP、学内広報にて掲載中

「産学官イノベーション創出展」の様子 

琉球大学のブース 
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※公式 HP、産学官連携部門 HP、学内広報にて掲載中

①荒川 雅志 教授(国際地域創造学部)のブース

②瀬名波 出 教授(工学部)のブース

報告３┃3 / 5 69 / 78



※公式 HP、産学官連携部門 HP、学内広報にて掲載中

③渡嘉敷 健 准教授(工学部)のブース

④研究基盤センターのブース
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※公式 HP、産学官連携部門 HP、学内広報にて掲載中

⑤-1「琉球大学ブランド商品開発支援事業」商品紹介のブースと

試食の様子 

⑤-2「イノベーション創出人材育成事業」事業紹介のブース

及びステージ前での起業家の紹介 
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令和元年11月15日以降 各室・部門の当面の活動予定（主要事項）について

※前回からの追記事項は赤字入力

組織名 主要事項

○目的別人材育成プログラムの開発・実施
　・地域企業（自治体）お題解決プログラム(後学期火５限）
　・IoTシステムセキュリティ実践講座（7/20（土）～2/15（土）全4回）
　・地域の子どもを支援するインクルーシブ教育推進人材の育成プログラム（10/6（日）～12/21（土）全15
回）
　・地域円卓マネジメント会議（10/26～2/2 全5回）
　・クラウドファンディング実践講座（10/5～12/1 全5回）
　・社会的インパクト投資基礎概論（12/25～12/28 全4回）
　・ファシリテーションの技法と地域振興（11/9～1/18 全5回）
　・キャリアデザインとジェンダーⅡ（10/3～1/30 全15回）
　・ソーシャルキャピタル構築講座（島マス記念塾in 琉大）（11/30～2/8 全15回）

〇２０１９年度学長特別政策経費重点施策推進枠事業の遂行

〇琉球大学地域連携ＦＤ・ＳＤ 研修会（仮称）の検討

○地域協働プロジェクト推進事業の遂行

○与那国町及び伊江村とのICT実証実験の実施（調整中）

○地域連携推進機構の機能強化に向けた体制整備についての検討
　（地域連携に関するワンストップ窓口機能の整理含む）

○交流人材バンク設置に向けた検討（機能，体制，規則等）

○包括連携協定締結に向けた検討・調整
　・大阪市港区　※調整中
　・沖縄県中小企業家同友会　※調整中

○宜野湾市議会とのパートナーシップ協定の検討・調整

○沖縄県「イノベーション創出人材育成事業」の遂行

〇沖縄県「沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業」の遂行

〇産学官金スタートアップ支援事業の遂行

〇琉球大学ブランド商品開発支援事業の遂行

〇九州・大学発ベンチャー振興シーズ育成資金の支援

〇２０１９年度学長特別政策経費重点施策推進枠事業の遂行

〇県外マッチングイベントへの参加支援
　　アグリビジネス創出フェア2019（11/20（水）～11/22（金））於：東京ビッグサイト
　　新技術説明会（12/3（火））於：JST東京本部別館1Fホール
　　エコプロ2019（12/5（木）～12/7（土））於：東京ビッグサイト

○地域創生副専攻の運営

○地域共創型学生プロジェクト「ちゅらプロ」（学内公募）の実施

○正課外地域実践プロジェクト（学内公募）の実施

○地域共創による地域志向実習（久米島、宮古島、石垣、うるま、南城、宜野湾、西原）

○「知のふるさと納税」（八重山9/17～9/18、久米島9/24～9/25）の報告書作成

〇地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）フォローアップに係る現地視察（12/13 13：00
～）

地域連携企画室

産学官連携部門

生涯学習推進部門
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参考資料１

地域連携推進機構運営会議 委員名簿

（令和元年１１月１１日時点）

所属・職名 氏名 区分 備考

1
機構長

（理事・副学長（地域・社会連携担当）） 牛窪
うしくぼ

　潔
きよし

１号委員 議長

2
副機構長 兼 産学官連携部門長

（副学長・副理事（産学官連携担当）） 竹村
たけむら

　明洋
あきひろ

２号委員 議長代行

3
地域連携企画室長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

３号委員

4
生涯学習推進部門長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

４号委員

5 生涯学習推進部門　准教授 柴田
し ば た

　聡史
さ と し

５号委員 専任教員

6 地域連携企画室　特命准教授 小島
こ じ ま

　肇
はじめ

６号委員 特命教員

7 地域連携企画室　特命准教授 島袋
しまぶくろ

　亮道
あきみち

６号委員 特命教員

8 地域連携企画室　特命准教授 畑中
はたなか

　寛
ひろし

６号委員 特命教員

9
産学官連携部門　教授

（工学部　教授） 瀬名波
せ な は

　出
いずる

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

10
産学官連携部門　教授

（理学部　教授） 眞榮平
ま え ひ ら

　孝裕
たかひろ

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

11 総合企画戦略部長 新田
に っ た

　早苗
さ な え

９号委員

12 総合企画戦略部 地域連携推進課長 金城
きんじょう

　徹
とおる

１０号委員

13

14
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構規則

  平成２８年２月２３日 

制        定 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人琉球大学組織規則第１６条第２項の規定に基づき，国

立大学法人琉球大学地域連携推進機構(以下｢機構｣という。）の組織及び運営に関し必要

な事項を定める。 

（目的） 

第２条 機構は，国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）における地域連携，

産学官連携及び生涯学習推進に関わる戦略を全学的かつ一体的な観点から確立し，地域

社会における人材の育成，産業振興に貢献するとともに地域連携の諸活動を通して本法

人における教育研究活動の活性化を図ることを目的とする。 

（部門等） 

第３条 前条の目的を達成するため，機構に次の室，部門，系及びセンターを置く。 

(1) 地域連携企画室

(2) 産学官連携部門

ア 研究開発支援系

イ 知的財産系

ウ 起業支援系

(3) 生涯学習推進部門

ア 社会教育系

イ 地域志向教育系

２ 前項１号の地域連携企画室に交流人材センターを置く。 

３ 交流人材センターに関し必要な事項は，別に定める。 

 （業務） 

第４条 機構においては，次に掲げる業務を行う。 

(1) 地域連携企画室

ア 機構全体の統括，方向性に関すること。

イ 機構内の組織間の協働体制の構築に関すること。

ウ 機構とグローバル教育支援機構，研究推進機構及び学部・研究科等との協働体制の

構築に関すること。

エ 機構と産学官をはじめとする多様な組織との協働体制の構築に関すること。

オ 学内外への地域連携に係る広報戦略策定と実施に関すること。

カ 産学官民からの協力要請及び要望等に関する総合窓口に関すること。

(2) 産学官連携部門

ア 民間機関等との共同研究，受託研究その他研究開発の支援に関すること。

イ 民間機関等の技術者及び学生等への技術教育の実施及び援助に関すること。

ウ 知的財産の創生，内容評価，特許出願，管理及び活用に関すること。

エ 知的財産の契約及び係争に関すること。

オ 知的財産の補償，表彰及び啓発普及に関すること。

カ 知的財産の技術移転に関すること。

キ 知的財産及びノウハウを活用した大学発ベンチャーの起業支援に関すること。

ク その他産学官連携の推進に関すること。

参考資料２

74 / 78



(3) 生涯学習推進部門

ア 生涯学習体系に資する教育・研究に関すること。

イ 公開講座及び公開授業の計画・実施の支援に関すること。

ウ 本法人が有する生涯学習に資する機能の開放に関すること。

エ 地域志向教育の推進に関すること。

オ 地域人材の育成に関すること。

カ 他の教育機関及び地域の生涯学習機関等との連携・協力に関すること。

キ その他生涯学習に関すること。

（組織） 

第５条 機構に，次の各号に掲げる職員を置く。 

(1) 機構長

(2) 副機構長

(3) 室長

(4) 部門長

(5) 専任教員

(6) 特命教員

(7) 併任教員

(8) コーディネーター

(9) その他の職員

（機構長) 

第６条 機構に，機構長を置き，地域連携を担当する理事をもって充てる。 

２ 機構長は，機構の業務を掌理し，統括する。 

（副機構長） 

第７条 副機構長は，機構長の職を補佐するとともに，機構長に事故があるとき又は欠け 

たときは，その職務を代行する。 

２ 副機構長は，本法人の副理事又は教員の中から機構長の推薦に基づき，学長が任命す

る。 

３ 副機構長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし欠員が生じた場合の後任者の任 

期は，前任者の残任期間とする。 

（室長） 

第８条 室長は，当該室の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 室長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 室長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，室長に欠員が生じた場合の後任 

者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（部門長） 

第９条 部門長は，当該部門の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 部門長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 部門長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，部門長に欠員が生じた場合の 

後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（地域連携推進会議） 

第１０条 機構の運営並びに全学の地域貢献及び地域連携等に関する事項を審議するた

め，地域連携推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 
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２ 推進会議に関し必要な事項は，別に定める。 

（地域連携推進協議会） 

第１１条 機構に対する評価・助言等を行うため，地域連携推進協議会を置く。 

２ 地域連携推進協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

（運営会議） 

第１２条 機構の運営に関わる基本方針の策定を行うため，地域連携推進機構運営会議（以 

下「運営会議」という。）を置く。 

（審議事項） 

第１３条 運営会議は，次に掲げる事項の基本方針の策定について審議する。 

 (1) 機構の管理運営に関すること。 

 (2) 機構の教員人事（教員選考に係る部分を除く。）に関すること。 

 (3) 機構の事業計画に関すること。 

 (4) その他機構に関すること。 

 （運営会議の組織）  

第１４条 運営会議は，次に掲げる委員で構成する。 

(1) 機構長 

(2) 副機構長 

(3) 室長 

(4) 部門長 

(5) 専任教員 

(6) 特命教員 

(7) 機構長が指名する併任教員 若干人  

(8) コーディネーター 

(9) 総合企画戦略部長 

(10)地域連携推進課長 

(11)その他機構長が必要と認めた者 

２ 前項第７号及び第１１号の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が

生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（議長） 

第１５条 運営会議に議長を置き，機構長をもって充てる。 

２ 議長は運営会議を招集し，主宰する。 

３ 議長に事故があるとき又は欠けたときは，副機構長がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１６条 運営会議は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 議決を要する事項については，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の 

決するところによる。 

３ 議長が必要と認めるときは，委員以外の者を運営会議に出席させ，意見を聴くこと 

ができる。 

 （専門委員会） 

第１７条 機構に専門的事項を審議するため，専門委員会を置くことができる。 
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（事務） 

第１８条 機構に関する事務は，総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 

（雑則） 

第１９条 この規則に定めるもののほか，機構の運営に関し必要な事項は，推進会議の承

認を得て機構長が別に定める。 

（改廃）  

第２０条  この規則の改廃は，推進会議の議を経て学長が行う。 

附 則 

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 琉球大学産学官連携推進規則（平成２０年４月２２日制定）は，廃止する。 

３ 琉球大学生涯学習教育研究センター規則（平成９年３月２５日制定）は，廃止する。 

４ 琉球大学地域貢献推進委員会規程（平成１４年６月２５日制定）は，廃止する。 

 附 則（平成３０年３月３０日） 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。
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参考資料３

嘉目　克彦 眞榮平　孝裕

（監事　※陪席） （産学連携推進部門）

金城　徹 竹村　明洋

（地域連携推進課長）
（副機構長　兼
産学連携推進部門長）

新田　早苗 牛窪　潔

（総合企画戦略部長） （機構長）

柴田　聡史 背戸　博史

（生涯学習推進部門）
（地域連携企画室長　兼
生涯学習推進部門長）

島袋　亮道 小島　肇

（地域連携企画室） （地域連携企画室）

富永　千尋

（研究企画室 特命教授）
※陪席

入　口

（欠席）

陪

席

令和元年度第１３回 地域連携推進機構運営会議 座席表

令和元年１１月１５日（金） １５：００～１７：００

（本部管理棟２階 第二会議室）

陪

席

瀬名波　出
（産学連携推進部門）

畑中　寛
（地域連携企画室）
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